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10:10-11:10
2021年介護報酬改定 いま、介護支援専門員に伝えたいこと
埼玉県立大学理事長・慶應義塾大学名誉教授
一般社団法人日本介護支援専門員協会 顧問 田中滋氏
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課長補佐 熊野将一氏
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2021年介護報酬改定 いま、介護支援専門員に伝えたいこと

令和３年度介護報酬改定説明会 -令和３年３月27日（土）-

田中滋氏
埼玉県立大学理事長・慶應義塾大学名誉教授
一般社団法人日本介護支援専門員協会 顧問



公立大学法人埼玉県立大学理事長（2018年～）
慶應義塾大学名誉教授（2014年～）
1993-2014年慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授
現在務める学会役職：日本地域包括ケア学会理事長、

アジア太平洋ヘルスサポート学会理事長、
日本介護経営学会会長、
日本ケアマネジメト学会理事

現在務める主な公職：社会保障審議会長
（介護給付費分科会長・福祉部会長）、
医療介護総合確保促進会議座長、
協会けんぽ運営委員長など



- 2021年介護報酬改定から探る -

介護支援専門員が踏まえるべき時代の流れ

◼ 2021年3月27日

◼ 日本介護支援専門員協会

◼ 埼玉県立大学・慶應義塾大学

◼ 田中 滋
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◼ 上位目的

➢ 尊厳保持と自立支援に資する質の向上

◼ 基盤と手段

➢ 感染症・災害対応

➢ 地域包括ケアシステム推進

➢ 介護サービスの質の評価

➢ 科学的介護の推進

➢ 従事者の処遇改善

介護報酬改定の目的と手段
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◼ 高齢者に焦点をあてた地域包括ケアシステムの標語

➢ 「ときどき入院入所、ほぼ在宅」

➢ より正確には「おおむね在宅、必要かつ望むなら施設ないし
居住系サービス、たまに入院、最期は尊厳ある看取り」

◼ 上記が象徴する地域包括ケアシステム推進に資する項目
を紹介

地域包括ケアシステム推進に資する項目
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◼ 認知症ケアに係る加算を新設

➢ 訪問系にも認知症専門ケア加算

✓ 訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護

➢ 指導・研修必要

➢ 多機能系に対する緊急時宿泊ニーズに対応する認知症行動・
心理症状緊急対応加算

✓ 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -1

① 認知症への対応力向上
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◼ ケアマネジメントに通院時情報連携加算を新設

➢ 医療機関での診察にケアマネジャーが同席、医師等と情報連携

➢ それを踏まえたケアマネジメントを評価

◼ 居宅療養管理指導に係る情報連携努力義務を通知に明示

➢ 医師・歯科医師による居宅療養管理指導の際、居宅利用者の社会生活面の
課題にも配慮

➢ 地域社会における各種支援につながるよう留意

➢ 関連する情報をケアマネジャー等に提供

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -2

② 多職種連携(1)
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◼ 加算算定要件：多職種参加を通知に明記

➢訪問リハビリテーション、通所系、短期入所系、多機能系、
居住系、施設系

➢ 各種加算等の算定要件とされている計画作成や会議

➢ リハビリテーション専門職、管理栄養士、歯科衛生士が必要
に応じて参加

cf. リハビリテーション(機能訓練)・栄養ケア・口腔ケア

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -3

② 多職種連携(2)
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◼ 入浴介助加算について多職種参加を告示に明記

➢ 通所介護、通所リハビリテーションの入浴介助加算

➢ 利用者の自宅での入浴の自立を図る観点

➢ 個別の入浴計画に基づく入浴介助を新たに設ける加算Ⅱで評価

➢ 計画は居宅訪問で把握したニーズと居宅での生活状況を参考に

➢ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員、
福祉用具専門相談員など多職種共同でアセスメントを経て作成

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -4

② 多職種連携(3)
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◼ 退院・退所当日の訪問看護算定可能対象者拡大

➢ 在宅における療養環境を早期に整備

➢「主治の医師が必要と認める場合」も報酬算定可能に

➢ 加えて看護体制強化加算の要件緩和、評価見直し

◼ 退院・退所直後の訪問リハビリテーション算定可能回数増大

➢ 週6回を限度→3月以内は週12回まで

◼ 介護老人保健施設における在宅復帰・在宅療養支援機能評価の
見直し

➢ 居宅サービス実施数指標：訪問リハビリテーションの比重増

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -6

③「施設と在宅」「医療介護」連携強化 <通知改正>
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◼ 介護医療院による長期入院患者受け入れ推進

➢ 長期入院患者を受け入れる生活施設機能明確化

➢ 長期療養生活移行加算新設

◼ 短期入所療養介護における医学的管理を評価

➢介護老人保健施設

➢診療方針を定めて投薬・検査・注射・処置等

➢主治医に対し、当該利用者の同意を得て、診療状況を示す文書

➢総合医学管理加算新設

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -6

③「施設と在宅」「医療介護」連携強化(2)
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◼ 災害対応：訓練実施に当たって、地域住民の参加が得
られるよう連携に務めなければならない <省令改正>

➢防災計画ではなく、経営トップ層が主導する戦略的対応要

➢非常災害対策(計画策定、関係機関との連携体制の確保、
避難等訓練の実施など)が求められる介護事業者が対象

✓ 通所系、短期入所系、特定施設、施設系

✓ 小規模多機能型居宅介護等の例を参考

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -7

④ 災害対応
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◼ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに
関するガイドライン」に沿った取り組み

➢ 看取り期の本人・家族との話し合いや関係者との連携を充実

➢ 短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、居住系、
施設系の基本報酬や看取りに係る加算の算定要件に

◼ 看取り介護加算：死亡日31-45日前の評価区分を新設

✓ 対象は特養ホーム、老健施設、介護付きホーム、認知症グループホーム

✓ 介護付きホーム：夜間看護職員を配置している場合、加算Ⅱを新設

地域包括ケアシステム推進に資する項目 -8

⑤ 看取り
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◼ 医療と介護が支える人生究極の目的

➢尊厳ある看取り＝「卒業」支援

➢人々の「生き抜く力」と「死に逝く力」(注)を支援し
「傍らで見守る力」＋「共感する力」を育む

注：筒井孝子『地域包括ケアシステムの深化』、中央法規2019、p.5

➢人生最後の役割：感謝が周囲に伝わること

◼ 詩的には「地域の物語」づくり

cf. 看取りについて
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◼ 施設系に自立支援促進加算を新設 300/m

➢ 利用者の尊厳保持、自立支援と重度化防止推進、廃用や寝たきりの防止

➢ 全ての利用者への医学的評価：日々の過ごし方等へのアセスメント実施

→日々の生活全般における計画に基づくケアの実施を新設加算により評価

➢ 特に対応が必要な入所者には多職種が共同して自立支援計画

◼ ADL維持等加算を大幅拡充、対象も通所介護から拡大

✓ 認知症対応型通所介護、介護付きホーム、特別養護老人ホーム

➢ ADLを良好に維持改善する事業者を高く評価する区分を新設

介護の質の向上と評価に関する項目 -1
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◼ 栄養に関する加算を新設

➢ 通所系、多機能系、居住系：口腔・栄養スクリーニング加算新設

✓ 当該事業所の従業者が、利用開始時及び6月ごとに利用者の口腔・栄養状態について確認、
情報(低栄養の際は改善に必要な情報を含む)を担当ケアマネジャーに提供

➢ 通所系、看多機：栄養アセスメント加算新設(上記と併算定不可)

✓ 利用者ごとに、管理栄養士(外部との連携を含む)、看護職員、介護職員、生活相談員、
その他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施

✓ 当該利用者又はその家族に対してその結果を説明、相談等に必要に応じ対応

➢ 認知症グループホーム：栄養管理体制加算の要件追加
✓管理栄養士(外部との連携含む)による日常的栄養ケアに係る介護職員への技術的助言や指導

介護の質の向上と評価に関する項目 -2
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◼ 栄養マネジメント加算と口腔衛生管理体制加算廃止

➢ 施設系：栄養マネジメント加算と口腔衛生管理体制加算は基本
報酬要件に、口腔衛生管理加算Ⅱ新設

➢ 栄養ケア・マネジメント未実施は減算

➢ 栄養マネジメント強化加算新設

◼ リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ廃止

➢ 訪問リハビリテーション・通所リハビリテーション：リハビリ
テーションマネジメント加算Ⅰは基本報酬要件に

➢ リハビリテーションマネジメント加算B(ﾛ)新設 483/m,863/m

介護の質の向上と評価に関する項目 -3
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◼ 褥瘡防止を評価する加算の上位区分新設

➢ 施設系と看多機：施設入所時等の評価の結果、褥瘡が発生する
リスクがあるとされた入所者・利用者等について、褥瘡の発生
のないことが条件

◼ 排せつ支援加算変更

➢ 施設系：従来の排せつ支援加算(6か月限度)廃止

➢ 施設系と看多機：期間に限定の無い排せつ支援加算新設、上位
区分を主とするためにはおむつ使用なしに改善することが条件
＋施設入所時等と比べ、排尿・排便の状態が改善or悪化無し

介護の質の向上と評価に関する項目 -4
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◼ 科学的介護情報システム(Long-term care Information system For 

Evidence；LIFE ライフ)←CHASEとVISITの一体的運用統一名称

◼ 科学的介護推進体制加算を新設 40-60/m

➢ 施設系・通所系・居住系・多機能系

➢ 事業所の全ての利用者に係るデータ(ADL、栄養、口腔・嚥下、認知
症等)をCHASEに提出

➢ フィードバックを受け、事業所単位でのPDCAサイクルの推進、ケア
の質の向上の取組を推奨

◼ 全ての事業者に、CHASE・VISITへのデータ提出とフィー
ドバック活用によるPDCAサイクルの推進、ケアの質向上
を推奨<省令改正>

科学的介護の推進に関する項目 -1
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◼ さまざまな事業種別で情報をCHASEに提出、フィード
バックの活用によるPDCAサイクルを推進、例えば…

➢ 自立支援促進加算：少なくとも6か月に1回、医師による医学的評価の結果
情報

➢ 施設系と看多機に適用される褥瘡マネジメント加算と排せつ支援加算：入
所時、およびその後3か月/6か月に1回状態改善を評価 cf. アウトカム情報

➢訪問リハビリ、通所リハビリ、介護老人保健施設、介護医療院：利用者・
入所者ごとのリハビリテーションマネジメント計画書情報加算

➢訪問リハビリ、通所リハビリ：マネジメント加算AB(ﾛ)

➢通所系栄養改善加算、ADL維持等加算：利用者の状態情報

科学的介護の推進に関する項目 -2
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地域包括ケアシステムの側面

０要介護状態を予防する：社会的孤立防止

Ⅰ 医療と介護を利用する：多職種協働による専門的ケア

Ⅱ 日々の暮らしを支える：地域デザイン

Ⅲ共生を工夫する ：社会的包摂

03/27/2021 版権埼玉県立大学・慶應義塾大学田中滋
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地域包括ケアシステムの側面０(ゼロ)

日常の暮らし支援と予防

◼ 心身がゆっくり弱っていくとしても「生きる意欲」

➢フレイル予防：社会的孤立を防ぐ

➢自己有用感と自己肯定感：家庭・地域における役割の保持

➢住み慣れた地域でのなじみの人間関係維持・新たな構築

➢家族や友人の健康状態と死亡など状況変化時の支援

➢ 本人の力と地域の力のミックス：暮らしを豊かにする工夫
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◼ 人類発生以来の互助＝お互い様、互酬・互恵

➢ 見守り・安否確認、外出支援が代表例

➢ 各種サービスの利用者＝メンバー・提供者≠対象者・客

◼ 新たな互助の運営

➢ 恣意的に集まる人のつながり

➢ 提供意欲を持つ人と利用希望者のマッチング

➢ 公的資金や募金獲得：ガバナンスとアカウンタビリティ

地域包括ケアシステムの側面 Ⅱ

①新たな互助(1)
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◼ 元気高齢者(昔に比べ壮年期間が延伸した人)

➢ 職業訓練と社会性→互助活動参加者＋活動企画／運営者

➢ 引きこもり防止にも

◼ 誰がこの“まち”の構成員か

➢ ≠住民票を持つ人

➢ 子供・生徒・自営業者・退職高齢者などの地元住民

➢ 通勤通学してくる他所の住民

➢ 地域資源の把握：自治体と互助企画者の役割

域包括ケアシステムの側面 Ⅱ

①新たな互助(2)：地域資源

28

03/27/2021 版権埼玉県立大学・慶應義塾大学田中滋



◼ 地域デザイン力が弱くとも大部分の住民は自活できた

➢ 85歳以上人口急増：24万人→620万人→1,000万人

◼ 家庭内自立でも暮らしの支援要

➢ 複数の疾病＋認知機能の衰え

➢ 家族も超高齢者もしくは死亡

➢ 生活支援ニーズはフレイル過程で生ずる

◼「地域を耕す」

➢ 地域課題を掘り起こす：空気・光・栄養

地域包括ケアシステムの側面 Ⅱ

②地域デザイン
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◼ 地域デザインに関与する人

➢医療介護福祉：専門職・団体、事業所・法人

➢住民代表、生活支援コーディネーター、認知症サポーター、
認知症地域支援専門員、大学・研究機関の研究者 etc.

➢ Change Agent＝まちづくりデザイナー(地域の景観やデザイン)

➢民間企業を含む多様な主体の参加：川崎市・豊明市…

➢行政は共通基盤設定、その上で自由参加に基づくさまざまな
結合、ニーズと資源を結ぶネットワーク・組合せ

地域包括ケアシステムの側面 Ⅱ

②地域デザイン
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◼ 孤立者・被排除者を放置しない

➢社会的排除はその人の役割・居場所・価値を奪いとる

➢介護分野では何より認知症の人

◼ 経済格差

➢経済格差拡大社会の中におけるケア、複合課題

➢交流の貧困、体験の貧困(褒められ・叱られ)、常識の貧困

➢負の連鎖からの要介護を防ぐ

◼ 社会的包摂＝社会の分断防止

地域包括ケアシステムの側面 Ⅲ

① 社会的包摂 Social Inclusion
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地域包括ケアシステムの側面 Ⅲ

② 共生社会(1)

◼ 地域包括ケアシステム理念の普遍化

➢ 地域包括ケアシステム諸ツールの汎用性

◼ 個別性

➢高齢者のみならず何らかの支援を必要としている人々

➢高齢者のみならず、障害者・乳幼児・児童生徒とその家族…

➢加えて…経済格差拡大、生活困窮

◼ 専門職が支える→地域の様々な人や組織で支える＝環境
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◼ 多様性を認めあう

➢「つながり合い」「丸ごと」生活共同体幻想

➢「皆が同じ目標・考え方をもって支えあう」互酬・互恵
「加わらない人を地域生活の仲間から遠ざける」社会的
排除を内包

➢「みんなちがって、みんないい。」緩やかな社会的包摂

◼ 多元的な社会

➢ 赤ちゃんから年寄りまで、障害の有無、国籍や生まれ、
性的指向・性自認を問わず参加可能

地域包括ケアシステムの側面 Ⅲ

② 共生社会(2)
33
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◼ 地域包括ケアシステムはプラットフォーム

➢「包括」はケア提供側の話から始まったが

➢ これからは医療介護サービス提供体制論を超えて

➢ 時代環境に適した新たな地域づくりを目指す際の基盤

◼ 地域がさまざまな支援機能をもつ

➢ 社会性が増すように生活を再構築する

➢ 経済面や防災・防疫を含む広義のまちづくりの主要手段の一つ

➢ 安心して暮らせるまち

3つの側面の集約：Comprehensive(包括)
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令和３年４月介護報酬改定の概要

熊野将一氏
厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 課長補佐

令和３年度介護報酬改定説明会 -令和３年３月27日（土）-



厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長補佐

略歴
平成４年、厚生省入省。
国立身体障害者リバビリテーションセンター、
社会・援護局、障害保健福祉部、老健局、地方厚生局、内閣府防災などを経て、
平成28年４月社会・援護局福祉基盤課人材確保対策室長補佐、
平成30年４月内閣府障害者施策担当参事官補佐を経て令和２年４月より現職。



令和３年度介護報酬改定について
（居宅介護支援・介護予防支援）

令和３年３月２７日
厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課



新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強化」を図るとともに、団塊の世代の全てが75歳以
上となる2025年に向けて、2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推進」、「介
護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

改定率：＋０．７０％

１．感染症や災害への対応力強化

２．地域包括ケアシステムの推進 ３．自立支援・重度化防止の取組の推進

４．介護人材の確保・介護現場の革新 5．制度の安定性・持続可能性の確保

■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築
○日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進

・感染症対策の強化 ・業務継続に向けた取組の強化 ・災害への地域と連携した対応の強化 ・通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要な
サービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、
科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応 ■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

○認知症への対応力向上に向けた取組の推進

○看取りへの対応の充実
○医療と介護の連携の推進
○在宅サービス、介護保険施設や高齢者住まいの機能・対応強化

○ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○地域の特性に応じたサービスの確保

○リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化

○介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

・認知症専門ケア加算の訪問ｻｰﾋﾞｽへの拡充 ・無資格者への認知症介護基礎研修受講義務づけ
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの取組推進 ・施設等における評価の充実
・老健施設の医療ニーズへの対応強化
・長期入院患者の介護医療院での受入れ推進

・事務の効率化による逓減制の緩和 ・医療機関との情報連携強化 ・介護予防支援の充実

○報酬体系の簡素化

・区分支給限度基準額の計算方法の一部見直し ・訪問看護のリハの評価・提供回数等の見直し
・長期間利用の介護予防リハの評価の見直し ・居宅療養管理指導の居住場所に応じた評価の見直し
・介護療養型医療施設の基本報酬の見直し ・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）の廃止
・生活援助の訪問回数が多い利用者等のケアプランの検証

・月額報酬化（療養通所介護） ・加算の整理統合（リハ、口腔、栄養等）

○評価の適正化・重点化

・訪問看護や訪問入浴の充実 ・緊急時の宿泊対応の充実 ・個室ﾕﾆｯﾄの定員上限の明確化

・過疎地域等への対応（地方分権提案） ・施設での日中生活支援の評価 ・褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、排せつ支援の強化

・計画作成や多職種間会議でのリハ、口腔、栄養専門職の関与の明確化
・リハビリテーションマネジメントの強化 ・退院退所直後のリハの充実
・通所介護や特養等における外部のリハ専門職等との連携による介護の推進
・通所介護における機能訓練や入浴介助の取組の強化
・介護保険施設や通所介護等における口腔衛生の管理や栄養マネジメントの強化

・CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
・ADL維持等加算の拡充

○介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

○寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進

※各事項は主なもの

○テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた
業務効率化・業務負担軽減の推進

○文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減
の推進

・特定処遇改善加算の介護職員間の配分ルールの柔軟化による取得促進
・職員の離職防止・定着に資する取組の推進
・サービス提供体制強化加算における介護福祉士が多い職場の評価の充実
・人員配置基準における両立支援への配慮 ・ハラスメント対策の強化

・見守り機器を導入した場合の夜間における人員配置の緩和
・会議や多職種連携におけるICTの活用
・特養の併設の場合の兼務等の緩和 ・３ユニットの認知症GHの夜勤職員体制の緩和

・署名・押印の見直し ・電磁的記録による保存等 ・運営規程の掲示の柔軟化

・介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化
・高齢者虐待防止の推進 ・基準費用額（食費）の見直し

６．その他の事項

令和３年度介護報酬改定の概要

※うち、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対応するための特例的な評価 ０．０５％（令和３年９月末までの間）

・基本報酬の見直し １



基本報酬の見直し
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基本報酬の見直し

■ 改定率については、介護職員の人材確保・処遇改善にも配慮しつつ、物価動向による物件費への影響など
介護事業者の経営を巡る状況等を踏まえ、全体で＋０．７０％（うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための
特例的な評価として、0.05％（令和３年９月末まで））。これを踏まえて、
・ 全てのサービスの基本報酬を引き上げる

※ 別途の観点から適正化を行った結果、引き下げとなっているものもある
・ 全てのサービスについて、令和３年４月から９月末までの間、基本報酬に0.1％上乗せする【告示改正】

令和３年度介護報酬改定に関する「大臣折衝事項」（令和２年12月17日）（抄）

令和３年度介護報酬改定については、介護職員の人材確保・処遇改善にも配慮しつつ、物価動向による物件費への影響など
介護事業者の経営を巡る状況等を踏まえ、改定率は全体で＋0.70％とする。給付の適正化を行う一方で、感染症等への対応力
強化やＩＣＴ化の促進を行うなどメリハリのある対応を行うとともに、次のとおり対応する。

・ 新型コロナウイルス感染症に対応するため、かかり増しの経費が必要となること等を踏まえ、令和３年９月末までの間、報
酬に対する特例的な評価を行うこととし、上記＋0.70％のうち＋0.05％相当分を確保する。
同年10月以降については、この措置を延長しないことを基本の想定としつつ、感染状況や地域における介護の実態等を踏ま
え、必要に応じ柔軟に対応する。

・ 介護職員の処遇改善に向け、令和元年10月に導入した特定処遇改善加算の取得率が６割に留まっていることを踏まえ、取得
拡大の方策を推進するとともに、今回の改定による効果を活用する。特定処遇改善加算や今回の改定の効果が、介護職員の
処遇改善に与える影響について実態を把握し、それを踏まえ、処遇改善の在り方について検討する。
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○ 居宅介護支援・介護予防支援 基本報酬

○ 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価

① ２（１）②認知症に係る取組の情報公表の推進

② ２（２）①看取り期における本人の意思に沿ったケアの充実

③ ２（４）⑦退院・退所時のカンファレンスにおける福祉用具専門相談員等の参画促進

④ ２（６）①質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加算の見直し等）

⑤ ２（６）②逓減制の見直し

⑥ ２（６）③医療機関との情報連携の強化

⑦ ２（６）④看取り期におけるサービス利用前の相談・調整等に係る評価

⑧ ２（６）⑤介護予防支援の充実（予防のみ）

⑨ ２（７）⑤特例居宅介護サービス費による地域の実情に応じたサービス提供の確保

⑩ ５（１）⑪生活援助の訪問回数の多い利用者等のケアプランの検証

⑪ ５（１）⑫サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供の確保

⑫ ５（２）②居宅介護支援における（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算の廃止★

改定事項

６．居宅介護支援・介護予防支援
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居宅介護支援・介護予防支援 基本報酬

居宅介護支援費（Ⅰ）
・居宅介護支援費（Ⅱ）を算定していない事業所

○居宅介護支援（ⅰ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が40未満である場合又は40以上
である場合において、40未満の部分

＜現行＞ ＜改定後＞
(一)要介護１又２ 1,057単位／月 1,076単位／月
(二)要介護３、４又は５ 1,373単位／月 1,398単位／月

○居宅介護支援（ⅱ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が40以上である場合において、
40以上60未満の部分

(一)要介護１又は２ 529単位／月 539単位／月
(二)要介護３、４又は５ 686単位／月 698単位／月

○居宅介護支援（ⅲ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が40以上である場合において、
60以上の部分

(一)要介護１又は２ 317単位／月 323単位／月
(二)要介護３、４又は５ 411単位／月 418単位／月

単位数

居宅介護支援費（Ⅱ）【新区分】
・一定の情報通信機器（人工知能関連技術を活用したもの
を含む。）の活用又は事務職員の配置を行っている事業所

○居宅介護支援（ⅰ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が45未満である場合又は
45以上である場合において、45未満の部分

＜現行＞ ＜改定後＞
(一)要介護１又２ 新規 1,076単位／月
(二)要介護３、４又は５ 新規 1,398単位／月

○居宅介護支援（ⅱ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が45以上である場合にお
いて、45以上60未満の部分

(一)要介護１又２ 新規 522単位／月
(二)要介護３、４又は５ 新規 677単位／月

○居宅介護支援（ⅲ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が45以上である場合にお
いて、60以上の部分

(一)要介護１又は２ 新規 313単位／月
(二)要介護３、４又は５ 新規 406単位／月

介護予防支援費 ＜現行＞ ＜改定後＞
431単位／月 438単位／月



○ 居宅介護支援事業所の令和元年度決算の収支差率は△1.6％（対前年度比1.5％）となっている。

居宅介護支援事業所の経営状況

注：H28決算結果は介護事業経営実態調査の結果

サービスの種類 H26年度
決算

H27年度
決算

H28年度
決算

H29年度
決算

H30年度
決算

令和元年度
決算

居宅介護支援 △3.5％ △1.8％ △1.4％ △0.2% △0.1%
△1.6%
（対前年度比
△1.5％）

※ H26,27年度決算は「平成28年度介護事業経営概況調査結果」 （有効回答数1,093）
※ H28年度決算は「平成29年度介護事業経営実態調査結果」 （有効回答数 910）
※ H29,30年度決算は「令和元年度介護事業経営概況調査結果」 （有効回答数 605）
※ 令和元年度決算は「令和２年度介護事業経営実態調査結果」 （有効回答数 768）
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6

① 質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加算の見直し等）

② 逓減制の見直し

③ 医療機関との情報連携の強化

④ 看取り期におけるサービス利用前の相談・調整等に係る評価

⑤ 介護予防支援の充実

改定事項

２．（６）ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保



7

○ 経営の安定化、質の高いケアマネジメントの一層の推進を図る観点から、特定事業所加算について、以下の見
直しを行う。【告示改正】
ア 必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを含む）が包括的に

提供されるような居宅サービス計画を作成していることを要件として求める。
イ 小規模事業所が事業所間連携により質の高いケアマネジメントを実現していくよう、事業所間連携により体

制確保や対応等を行う事業所を評価するような区分を創設する。
ウ 特定事業所加算（Ⅳ）について、加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までと異なり、病院との連携や看取りへの対応の状

況を要件とするものであることを踏まえ、医療と介護の連携を推進する観点から、特定事業所加算から切り離
した別個の加算とする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
特定事業所加算（Ⅰ）500単位/月 ⇒ 特定事業所加算（Ⅰ）505単位/月
特定事業所加算（Ⅱ）400単位/月 ⇒ 特定事業所加算（Ⅱ）407単位/月
特定事業所加算（Ⅲ）300単位/月 ⇒ 特定事業所加算（Ⅲ）309単位/月

なし ⇒ 特定事業所加算（A）100単位/月（新設）

＜現行＞ ＜改定後＞
特定事業所加算（Ⅳ） 125単位／月 → 特定事業所医療介護連携加算 125単位／月

単位数

２．（６）① 質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加算の見直し等）①－１

【居宅介護支援】



算定要件
特定事業所加算（Ⅰ） 特定事業所加算（Ⅱ） 特定事業所加算（Ⅲ） 特定事業所加算（A）

505単位 407単位 309単位 100単位

（１）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること ２名以上 １名以上 １名以上 １名以上

（２）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を配置していること ３名以上 ３名以上 ２名以上

常勤：１名以上
非常勤：１名以上

（非常勤は他事業所
との兼務可）

（３）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催すること ○ ○ ○ ○

（４）24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること ○ ○ ○
○

連携でも可

（５）算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が100分の
40以上であること

○ × × ×

（６）当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること ○ ○ ○
○

連携でも可

（７）地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に係る者に指定居宅介護支
援を提供していること

○ ○ ○ ○

（８）地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること ○ ○ ○ ○

（９）居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと ○ ○ ○ ○

（10）指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専
門員１人当たり40名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は45名未満）であること

○ ○ ○ ○

（11）介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保していること
（平成28年度の介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の日から適用）

○ ○ ○
○

連携でも可

（12）他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施していること ○ ○ ○
○

連携でも可

（13）必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービス含む）が包括的に提供されるような居宅
サービス計画を作成していること

○ ○ ○ ○

２．（６）① 質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加算の見直し等）①－２

特定事業所医療介護連携加算 125単位

（１）前々年度の３月から前年度の２月までの間において退院・退所加算の算定に係る病院等との連携の回数（情報の提供を受けた回数）の合計が35回以上

（２）前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を５回以上算定

（３）特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）を算定していること

【特定事業所加算】

【特定事業所医療介護連携加算】 （現行の特定事業所加算（Ⅳ）と同じ）

8

算定要件等
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全体（n=32,715）

介護支援専門員の常勤換算人数が1人以上2人未満の事業所（n=11,114）

介護支援専門員の常勤換算人数が2人以上3人未満の事業所（n=7,585）

介護支援専門員の常勤換算人数が3人以上4人未満の事業所（n=5,631）

介護支援専門員の常勤換算人数が4人以上5人未満の事業所（n=3,839）

介護支援専門員の常勤換算人数が5人以上の事業所（n=4,546）

介護支援専門員１人あたりの利用者数

事業所数の累積 事業所の累積分布

【出典】老人保健健康増進等事業（令和元年度）「居宅介護支援及び介護予防支援における平成30年度
介護報酬改定の影響に関する調査研究事業 「管理者要件に関する調査」」（（株）三菱総合研究所）

（注）介護支援専門員1人あたり利用者数が計算できない場合
（常勤換算人員が無回答等）の事業所を除く。

②

①

介護支援専門員の１人あたり担当利用者数の分布について（累積分布）

① 事業所全体では、１人あたり利用者数が30人に満たない事業所が概ね半数を占めている。
② 介護支援専門員（常勤換算人数）が３人未満の事業所は、全体に比べて30人未満の事業所が多い傾向にあり、
一方、介護支援専門員（常勤換算人数）が３人以上の事業所は、全体に比べて30人未満の事業所が少ない傾向にある。

社保審－介護給付費分科会

第190回（R2.10.30） 資料７
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令和2年度介護事業経営実態調査
居宅介護支援 黒字・赤字の事業所の割合（介護支援専門員1人当たり利用者数規模×介護支援専門員数規模別）

介護支援専門員常勤換算数
1人 2人 3人以上

介
護
支
援
専
門
員
1
人
当
た
り
利
用
者
数

20人未満

黒字事業所割合 0.0% 0.0% 18.1%
赤字事業所割合 100.0% 100.0% 81.9%
収支差率平均 -17.3% -12.6% -16.0%
集計対象数 8 5 4

20～25人

黒字事業所割合 14.5% 0.0% 39.5%
赤字事業所割合 85.5% 100.0% 60.5%
収支差率平均 -9.9% -13.5% -5.7%
集計対象数 14 13 21

26～30人

黒字事業所割合 28.6% 17.3% 45.9%
赤字事業所割合 71.4% 82.7% 54.1%
収支差率平均 -6.3% -7.4% 1.0%
集計対象数 35 22 55

31～35人

黒字事業所割合 34.6% 36.3% 50.3%
赤字事業所割合 65.4% 63.7% 49.7%
収支差率平均 -7.6% -4.4% 0.7%
集計対象数 36 43 82

36～40人

黒字事業所割合 17.3% 33.2% 45.1%
赤字事業所割合 81.0% 66.8% 54.9%
収支差率平均 -8.3% -4.9% 0.5%
集計対象数 62 41 77

41人以上

黒字事業所割合 38.6% 47.1% 54.5%
赤字事業所割合 59.9% 52.9% 45.5%
収支差率平均 -2.4% -3.2% 0.8%
集計対象数 56 29 43

（※1）税引き前収支差率を用いて集計
（※2）黒字（赤字）事業所割合とは、収支差率が0%より大きい（小さい）値となる事業所の集計対象に占める割合を指す。
（※3）常勤換算数が1未満あるいは不詳の事業所は集計から除いている。

居宅介護支援事業所の経営状況
（利用者数別×介護支援専門員の規模別（黒字・赤字の事業所の割合））

○ 介護支援専門員の１人あたりの利用者数別と介護支援専門員の規模別の事業所の収支差率平均では、「31人以上
～35以下・３人以上」の事業所は、約半数が黒字となっている。

【出典】「令和２年度介護事業経営実態調査結果」 10



居宅介護支援事業所の経営状況（特定事業所加算算定の有無別）

○ 特定事業所加算（Ⅰ）・（Ⅱ）を算定している事業所では、収支差が黒字となっている一方、（Ⅲ）や「算定な
し」の事業所は赤字となっている。

【出典】「令和２年度介護事業経営実態調査結果」

令和2年度介護事業経営実態調査

居宅介護支援（令和2年10月における特定事業所加算の算定状況別集計表）

特定事業所加算（Ⅰ） 特定事業所加算（Ⅱ） 特定事業所加算（Ⅲ） 算定なし

千円 千円 千円 千円

1Ⅰ 介護事業収益 （１）介護料収入 3,056 2,589 1,392 613

2 （２）保険外の利用料 - - - -

3 （３）補助金収入 - 1 0 1

4 （４）介護報酬査定減 -0 -1 -0 -0

5Ⅱ 介護事業費用 （１）給与費 2,572 84.2% 2,151 83.1% 1,174 84.3% 516 83.9%

6 （２）減価償却費 10 0.3% 30 1.1% 19 1.4% 11 1.8%

7 （３）国庫補助金等特別積立金取崩額 - -2 -3 -1

8 （４）その他 316 10.3% 349 13.5% 191 13.7% 113 18.3%

9 うち委託費 13 0.4% 17 0.7% 11 0.8% 2 0.4%

10Ⅲ 介護事業外収益 （１）借入金補助金収入 - 1 0 1

11Ⅳ 介護事業外費用 （１）借入金利息 2 3 1 1

12Ⅴ 特別損失 （１）本部費繰入 26 40 12 9

13収入 ①＝Ⅰ＋Ⅲ 3,056 2,590 1,392 615

14支出 ②＝Ⅱ＋Ⅳ＋Ⅴ 2,926 2,570 1,395 649

15差引 ③＝①－② 129 4.2% 20 0.8% -3 -0.2% -34 -5.5%

16 法人税等 9 0.3% 6 0.2% 4 0.3% 3 0.5%

17法人税等差引 ④＝③－法人税等 120 3.9% 14 0.6% -7 -0.5% -37 -6.0%

18有効回答数 12 195 108 453

※ 比率は収入に対する割合である。

※ 各項目の数値は、決算額を12で除した値を掲載している。

※ 各項目の数値は、それぞれ表章単位未満で四捨五入しているため、内訳の合計が総数に一致しない場合等がある。

19実利用者数 199.2人 199.6人 110.3人 57.7人

20常勤換算職員数(常勤率) 4.7人 86.3% 5.5人 95.1% 3.0人 95.1% 1.6人 90.2%

21介護支援専門員常勤換算数(常勤率) 4.9人 88.2% 5.0人 95.8% 2.7人 95.7% 1.5人 90.7%

常勤換算1人当たり給与費

22 常勤 介護支援専門員 384,507円 376,716円 372,493円 345,172円

23 非常勤 介護支援専門員 355,766円 310,737円 321,864円 290,648円

24実利用者１人当たり収入 15,341円 12,974円 12,620円 10,652円

25実利用者１人当たり支出 14,692円 12,873円 12,649円 11,241円

26常勤換算職員1人当たり給与費 425,144円 386,461円 374,642円 351,626円

27介護支援専門員（常勤換算）1人当たり給与費 381,107円 373,961円 370,338円 340,117円

28常勤換算職員１人当たり実利用者数 42.2人 36.4人 37.1人 35.8人

29介護支援専門員（常勤換算）1人当たり実利用者数 40.7人 39.9人 40.5人 38.6人

社保審－介護給付費分科会

第190回（R2.10.30） 資料７
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単位数 算定事業所数 算定率
(事業所ベース)

算定単位数
（単位：千単位）

居宅介護支援費（Ⅰ）（一）・（二） (一) 1,057／(二) 1,373 39,311 99.99％ －
居宅介護支援費（Ⅱ）（一）・（二） (一) 529／(二) 686 967 2.46％ －
居宅介護支援費（Ⅲ）（一）・（二） (一) 317／(二) 411 30 0.08％ －
特定事業所加算（Ⅰ） 500 414 1.05% 41,472
特定事業所加算（Ⅱ） 400 6,852 17.43% 406,590
特定事業所加算（Ⅲ） 300 4,203 10.69% 112,286
特定事業所加算（Ⅳ） 125 158 0.4% 3,961
運営基準減算 △50％ 313 0.8% －
特定事業所集中減算 △200 1,864 4.74% △19,638
初回加算 300 26,585 67.62% 33,556
入院時情報連携加算（Ⅰ） 200 16,754 42.62% 9,378
入院時情報連携加算（Ⅱ） 100 4,250 10.81% 565
退院・退所加算 － 11,081 28.19% 15,566
退院・退所加算（Ⅰ）イ・ロ イ 600／ロ 450 9,313 23.69% 10,314
退院・退所加算（Ⅱ）イ・ロ イ 750／ロ 600 3,577 9.1% 4,659
退院・退所加算（Ⅲ） 900 445 1.13% 593
ターミナルケアマネジメント加算 400 354 0.9% 206
小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300 488 1.24% 187
看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300 81 0.21% 34
緊急時等居宅カンファレンス加算 200 81 0.21% 32
特別地域居宅介護支援加算 15％ 1,714 4.36% －
中山間地域等における小規模事業所加算 10％ 130 0.33% －
中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 5％ 767 1.95% －

※ 『介護給付費等実態統計』より老健局振興課作成
※ 月報 平成31年４月サービス提供分

居宅介護支援の基本報酬、加算・減算の算定状況

基
本
報
酬

加
算
・
減
算

○ 平成31年４月サービス提供分の請求事業所のうち、居宅介護支援費（Ⅰ）は99.9%の事業所で算定されている。
○ 特定事業所加算について、（Ⅱ）は約17%、（Ⅲ）は約11%の事業所で算定されている一方で、（Ⅰ）、（Ⅳ）、

また、小規模多機能型居宅介護事業所連携加算等は算定率が低い。

12



○ ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、事業所に、以下について、利用者に説明を行うととも
に、介護サービス情報公表制度において公表することを求める。【省令改正】
・ 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各

サービスの利用割合
・ 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各

サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合

概要

２．（６）① 質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加算の見直し等）②

○○事業所（○％）

説明

13

介護情報公表システム

地域密着型通所介護通所介護

福祉用具貸与

地域密着型通所介護
福祉用具貸与

通所介護
通所介護

訪問介護

訪問介護

訪問介護

訪問介護（○％）

通所介護（○％）

福祉用具貸与（○％）

地域密着型通所介護（○％）

○○事業所（○％） ○○事業所（○％）

○○事業所（○％） ○○事業所（○％） ○○事業所（○％）

○○事業所（○％） ○○事業所（○％） ○○事業所（○％）

○○事業所（○％） ○○事業所（○％） ○○事業所（○％）

【居宅介護支援事業所】

掲載

介護情報公表システムの運営情報において公表

＊ 各サービス（特定事業所集中減算対象サービス）を位置付けたケアプラン数／事業所のケアプラン総数

【居宅介護支援】
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○ 適切なケアマネジメントの実施を確保しつつ、経営の安定化を図る観点から、介護支援専門員１人当たりの取
扱件数が40件以上の場合40件目から、60件以上の場合60件目からそれぞれ評価が低くなる（40件未満は居宅介護
支援費（Ⅰ）、40件以上60件未満の部分は同（Ⅱ）、60件以上の場合は同（Ⅲ）が適用される）逓減制において、
一定のICT（AIを含む）の活用又は事務職員の配置を行っている事業者については、逓減制の適用（居宅介護支援
費（Ⅱ）の適用）を45件以上の部分からとする見直しを行う。その際、この取扱いを行う場合の逓減率（居宅介
護支援（Ⅱ）及び（Ⅲ）の単位数）について、メリハリをつけた設定とする見直しを行う。【告示改正】

※ 特定事業所加算における「介護支援専門員１人当たりの受け入れ可能な利用者数」について、この取扱いを
踏まえた見直しを行う。（２（６）①参照）

○ 逓減制における介護支援専門員１人当たりの取扱件数の計算に当たり、現在、事業所が自然災害や感染症等に
よる突発的な対応で利用者を受け入れた場合は、例外的に件数に含めないこととしているが、地域の実情を踏ま
え、事業所がその周辺の中山間地域等の事業所の存在状況からやむを得ず利用者を受け入れた場合についても例
外的に件数に含めない見直しを行う。【告示改正】

概要

２．（６）② 逓減制の見直し

例：要介護３･４･５の場合

【現行】

※ ICT等の活用の有無にかかわらず、事業所がその周辺の中山間地域等の事業所の存在状況からやむを得ず利用者を受け入れた場合、例外的に件数に含めない。

（411単位）

（686単位）
居宅介護支援費Ⅰ

居宅介護支援費Ⅱ
居宅介護支援費Ⅲ

（介護支援専門員１人当たり取扱件数）

40件 60件

（1,373単位）

45件

⇒ ４５件以上に適用

居宅介護支援費ⅰ

居宅介護
支援費ⅱ

（介護支援専門員１人当たり取扱件数）

40件 60件

居宅介護支援費ⅲ

（1,398単位）

（698単位）

（418単位）

（1,398単位）

（677単位）

（406単位）

⇒ 一定の条件を満たした場合

【改定後：ICT等を活用する場合】
（黒字：現行の単位数、赤字：改定後の単位数）

【居宅介護支援】
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○ 居宅介護支援について、医療と介護の連携を強化し、適切なケアマネジメントの実施やケアマネジメントの質
の向上を進める観点から、利用者が医療機関において医師の診察を受ける際に介護支援専門員が同席し、医師等
と情報連携を行い、当該情報を踏まえてケアマネジメントを行うことを一定の場合に評価する新たな加算を創設
する。【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 通院時情報連携加算 50単位／月（新設）

単位数

・利用者1人につき、1月に1回の算定を限度とする
・利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、

医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画（ケアプラン）に記録した場合

算定要件等

２．（６）③ 医療機関との情報連携の強化

ケアマネジャー・利用者

指導・助言

相談

主治医

認知症など

※ 月１回を上限
※ ケアプランに記録

【居宅介護支援】

http://4.bp.blogspot.com/-OdiJTRSpoyo/V2vXp7B4WPI/AAAAAAAA74A/tP5y-qSY5EY9nTYyzVAknVAvfRqtheupQCLcB/s800/building_house8.png


40.8%
62.2%

73.1%
64.4%

51.8%
46.0%

27.4%
41.7%

18.6%
14.3%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

主治医意見書では確認できない医療情報が必要な場合

具体的な医師の指示や指導が必要な場合

利用者が必要な情報を医師に説明できない場合

医師からの指導を利用者が理解できない場合

医師に利用者の生活に関する具体的な情報を提供する場合

服薬状況や薬の内容等に関する相談

軽度者の福祉用具貸与等、医師の指示に基づく例外的な給付の申請が必要な場合

医療系サービスの導入を相談する場合

電話、FAX、メール等では、医師とのやりとりができな場合

医師との連携強化を図り、ケアプランを手渡しする場合

その他

【出典】居宅介護支援及び介護予防支援における平成30年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業（令和元年度調査）（ケアマネジャー調査票）

53.3% 45.4% 1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護支援事業所の

ケアマネジャー

（n=2,074)

同行したことがある 同行したことがない 無回答

医療機関への通院同行の状況（令和元年９月）

通院同行する場合の理由（複数回答）

１ヶ月間に同行した
平均利用者数

1.9人

【同行したことがある場合】

平均同行回数
１回あたりに

要する平均時間

通常の事業の
実施地域内の医療機関

1.9回 1.8時間

通常の事業の
実施地域外の医療機関

0.3回 2.6時間

【専門職としての役割】

○ 介護支援専門員の医療機関への通院同行の状況については、「同行したことがある」が53.3％、「同行したこと
がない」が45.4％であった。
○ 通院同行する場合の理由については、「具体的な医師の指示や指導が必要な場合」が62.2％、「医師に利用者の
生活に関する具体的な情報を提供する場合」が51.8％、「服薬状況や薬の内容等に関する相談」が46.0％であった。

介護支援専門員の医療機関への通院同行の状況 社保審－介護給付費分科会

第182（R2.8.19） 資料６

社保審－介護給付費分科会

第190回（R2.10.30） 資料７
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【出典】居宅介護支援及び介護予防支援における平成30年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業（令和元年度調査）（利用者票）

○ 通院同行をしたことがある場合、利用者について通院同行の際に医師に伝達する情報は、「利用者の心身・生活
の状況（全般）」が92.6%で最も多く、「服薬状況」、「利用者の療養・服薬・健康管理に関する状況・懸念事項
等」がいずれも60%以上であった。

介護支援専門員の医療機関への通院同行の状況①

92.6%

61.9%

15.3%

50.0%

60.1%

4.5%

2.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

利用者の心身・生活の状況（全般）

服薬状況

口腔衛生・機能の状態

食事摂取・栄養の状態

利用者の療養・服薬・健康管理に関する状況・懸念事項等

その他

無回答

(n=444利用者)
（複数回答）

通院同行の際に医師に伝達する内容および情報収集する内容（伝達する内容）

社保審－介護給付費分科会

第190回（R2.10.30） 資料７
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【出典】居宅介護支援及び介護予防支援における平成30年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業（令和元年度調査）（利用者票）

介護支援専門員の医療機関への通院同行の状況②

○ 通院同行をしたことがある場合、利用者について通院同行の際に情報収集する内容は、「診断、症状、治療の内
容」が77.3%で最も多く、次いで「利用者の病状、予後に関すること」が68.9%であった。

77.3%

68.9%

64.0%

12.4%

38.7%

62.6%

23.4%

1.4%

3.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

診断、症状、治療の内容

利用者の病状・予後に関すること

処方・服薬に関すること

口腔衛生・機能の状態に関すること

食事摂取・栄養の状態に関すること

その他療養生活を送る上での医療・看護の観点からの留意事項

その他、制度利用や生活上の留意事項

その他

無回答

(n=444利用者)
（複数回答）

通院同行の際に医師に伝達する内容および情報収集する内容（情報収集する内容）

社保審－介護給付費分科会

第190回（R2.10.30） 資料７
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【出典】居宅介護支援及び介護予防支援における平成30年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業（令和元年度調査）（利用者票）

介護支援専門員の医療機関への通院同行の状況③

○ 家族や介護サービス事業所に情報共有する内容は、「診断、症状、治療の内容」が介護サービス事業所に対して
は70.0%で最も多く、家族に対しては54.1%であった。
○ 家族より、介護サービス事業所への情報共有の割合の方が全体的に高かった。

70.0%

57.4%

58.6%

10.6%

34.0%

55.0%

18.7%

0.9%

10.4%

54.1%

46.6%

43.9%

8.3%

26.4%

42.1%

15.1%

0.9%

32.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

診断、症状、治療の内容

利用者の病状・予後に関すること

処方・服薬に関すること

口腔衛生・機能の状態に関すること

食事摂取・栄養の状態に関すること

その他療養生活を送る上での医療・看護の観点からの留意事項

その他、制度利用や生活上の留意事項

その他

無回答

(n=444利用者)

介護サービス事業者 家族

（複数回答）
通院同行によって、家族や介護サービス事業所に情報共有する内容

社保審－介護給付費分科会

第190回（R2.10.30） 資料７
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○ 看取り期における適切な居宅介護支援の提供や医療と介護の連携を推進する観点から、居宅サービス等の利用
に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったものの利用者の死亡によりサービ
ス利用に至らなかった場合に、モニタリングやサービス担当者会議における検討等必要なケアマネジメント業務
や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが適当と認められ
るケースについて、居宅介護支援の基本報酬の算定を可能とする見直しを行う。【通知改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
サービス利用の実績がない場合は請求不可 ⇒ 居宅介護支援費を算定可

単位数

２．（６）④ 看取り期におけるサービス利用前の相談・調整等に係る評価

【居宅介護支援】

・モニタリング等の必要なケアマネジメント業務を行い、給付管理票の（原案の）作成など、請求にあたって必
要な書類の整備を行っていること

・居宅介護支援費を算定した旨を適切に説明できるよう、個々のケアプラン等において記録で残しつつ、居宅介
護支援事業所において、それらの書類等を管理しておくこと

算定要件等

【現行】サービス利用の実績がな
い場合、居宅介護支援費算定不可

退院 状態変化

利用者・家族からの相談、調整や、
サービス事業者等の調整、

ケアプランの変更 等

退院に向けて利用者の状態変化のタイミングに合
わせて、アセスメントやサービス担当者会議等の
必要なケアマネジメント業務を行い、ケアプラン
を作成

【改定後】
サービス利用の実績がない場合で
あっても、居宅介護支援費算定可

死亡

20
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○ 介護予防支援事業所が居宅介護支援事業所に外部委託を行いやすい環境の整備を進める観点から、介護予防支
援事業所が委託する個々のケアプランについて、委託時における居宅介護支援事業者との適切な情報連携等を評
価する新たな加算を創設する。【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 委託連携加算 300単位／月（新設）

単位数

○ 利用者1人につき指定介護予防支援を指定居宅介護支援事業所に委託する初回に限り、所定単位数を算定する

※ 当該加算を算定した際には、介護予防支援事業所に対して、当該加算を勘案した委託費の設定等を行うよう
求める。

算定要件等

２．（６）⑤ 介護予防支援の充実

介護予防支援事業所
（地域包括支援センター）

被保険者
③請求

②ケアプラン作成

居宅介護
支援事業所

①委託

随時情報連携

④委託費の支払い

※加算を勘案した委託費の設定を行
う

【介護予防支援】



22

○ 平成30年度介護報酬改定において導入された生活援助の訪問回数が多い利用者のケアプランの検証の仕組みに
ついて、実施の状況や効果を踏まえて、ケアマネジャーや市町村の事務負担にも配慮して、届出のあったケアプ
ランの検証や届出頻度について、以下の見直しを行う。【通知改正】
・ 検証の仕方について、地域ケア会議のみならず、行政職員やリハビリテーション専門職を派遣する形で行う

サービス担当者会議等での対応を可能とする
・ 届出頻度について、検証したケアプランの次回の届出は１年後とする

○ より利用者の意向や状態像に合った訪問介護の提供につなげることのできるケアプランの作成に資するよう、
検証方法として効率的で訪問介護サービスの利用制限につながらない仕組みが求められていることを踏まえ、区
分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める等のケアプランを作成す
る居宅介護支援事業所を事業所単位で抽出するなどの点検・検証の仕組みを導入する。【省令改正】（効率的な
点検・検証の仕組みの周知期間の確保等のため、10月から施行）

概要

５．（１）⑪ 生活援助の訪問回数の多い利用者等のケアプランの検証

訪問回数の多い訪問介護対策

○ 訪問介護（生活援助中心型）の回数が「全国平均利用回数＋２標準偏差（２SD）」に該当するケアプラン
の保険者届出（※ 届出頻度：当該回数以上の場合は当該月ごと ⇒ 検証した場合は１年後）

○ 区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占めるケアプランの保
険者届出 ＊令和３年10月１日施行

市町村による検討のためのマニュアルの策定

検証対象
の抽出

検証方法の強
化

検証の実施 保険者によるケアプランの検証
地域ケア会議や行政職員等を派遣する形で行うサービス担当者会議等によるケアプランの検証

必要に応じて、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用の観点から、サービス内容の是正を促す

【イメージ図】
※ 赤字部分：令和３年度見直し分

【居宅介護支援】
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○ サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供を確保する観点から、以下の対応を行う。

ア 訪問系サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く）、通所系サービス（地域密着型通所介護、
認知症対応型通所介護を除く）及び福祉用具貸与について、事業所と同一の建物に居住する利用者に対して
サービス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外に対してもサービス提供を行うよう努めること
とする【省令改正】。また、事業所を市町村等が指定する際に、例えば、当該事業所の利用者のうち一定割合以
上を当該事業所に併設する集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければならない等の条件を
付することは差し支えないことを明確化する【通知改正】。

イ 同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度基準額の利用割合
が高い者が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプランを作成する居宅介護支援事業者を事業
所単位で抽出するなどの点検・検証を行うとともに、サービス付き高齢者向け住宅等における家賃の確認や利
用者のケアプランの確認を行うことなどを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援等につながっている
かの観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図る。

（居宅介護支援事業所を事業所単位で抽出するなどの点検・検証については、効率的な点検・検証の仕組みの周
知期間の確保等のため、10月から施行）

概要

５．（１）⑫ サービス付き高齢者向け住宅等における
適正なサービス提供の確保

【ア：訪問系サービス★（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く）、通所系サービス★（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介
護★を除く）、福祉用具貸与★ イ：居宅介護支援】
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○ （看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算について、報酬体系の簡素化の観点から、算定実績を踏まえ
て、廃止する。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300単位／月 ⇒ 廃止
看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300単位／月
介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300単位／月

単位数

５．（２）② 居宅介護支援における
（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算の廃止

【居宅介護支援★】
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○ 退院・退所時のスムーズな福祉用具貸与の利用を図る観点から、居宅介護支援の退院・退所加算や施設系サー
ビスの退所時の支援に係る加算において求められる退院・退所時のカンファレンスについて、退院・退所後に福
祉用具の貸与が見込まれる場合には、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等
が参画することを明確化する。【通知改正】

概要

○ 変更なし。
※ 指定居宅介護支援における退院・退所加算

単位数

○ 居宅介護支援における退院・退所加算のカンファレンスの要件について、以下の内容を通知に記載する。
・ 退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを

提供する作業療法士等が参加するもの。

算定要件等

２．（４）⑦ 退院・退所時のカンファレンスにおける
福祉用具専門相談員等の参画促進

（Ⅰ）イ ４５０単位 （Ⅰ）ロ ６００単位 （Ⅱ）イ ６００単位 （Ⅱ）ロ ７５０単位 （Ⅲ） ９００単位

関係者からの利用者
に係る必要な情報提
供の回数

１回
（カンファレンス以外
の方法により実施）

１回
（カンファレンス

により実施）

２回以上
（カンファレンス以外
の方法により実施）

２回
（うち１回以上はカン
ファレンスを実施）

２回以上
（うち１回以上はカン
ファレンスを実施）

【居宅介護支援、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、
介護医療院】
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○ 介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する観点から、全ての介護サービ
ス事業者(居宅療養管理指導を除く)を対象に、研修の受講状況等、認知症に係る事業者の取組状況について、介
護サービス情報公表制度において公表することを求めることとする。【通知改正】

具体的には、通知「「介護サービス情報の公表」制度の施行について」（平18老振発0331007）別添１につい
て以下の改正を行う。

概要

２．（１）② 認知症に係る取組の情報公表の推進

別添１：基本情報調査票（下の表は、夜間対応型訪問介護の例）
（枝番）

３．事業所において介護サービスに従事する従業者に関する事項

 従業者の教育訓練のための制度、研修その他の従業者の資質向上に向けた取組の実施状況

事業所で実施している従業者の資質向上に向けた研修等の実施状況

実践的な職業能力の評価・認定制度である介護プロフェッショナルキャリア段位制度の取組

アセッサー（評価者）の人数 人

人 人 人 人

外部評価（介護プロフェッショナルキャリア段位制度）の実施状況 ［ ］ 0. なし・　1. あり

（その内容）

（20XX年XX月XX日現在）

計画年度 年度 記入年月日

事業所名： 事業所番号：

基本情報調査票：夜間対応型訪問介護

記入者名 所属・職名

レベル２② レベル３ レベル４
段位取得者の人数

レベル２①

【見直し】
認知症介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修、

認知症介護実践者研修、その他の研修の欄を設け、
受講人数を入力させる

【現行】

【全サービス（介護サービス情報公表制度の対象とならない居宅療養管理指導を除く）★】
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○ 看取り期における本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携を一層充実させる観点から、訪問看護
等のターミナルケア加算における対応と同様に、基本報酬（介護医療院、介護療養型医療施設、短期入所療養介護（介護老
人保健施設によるものを除く））や看取りに係る加算の算定要件において、「人生の最終段階における医療・ケアの決
定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うことを求める。【告示改正、通知改正】

○ 施設系サービスについて、サービス提供にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援
に努めることを求める。【通知改正】

概要

〇 ターミナルケアに係る要件として、以下の内容等を通知等に記載する。
・「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うこと。

○ 施設サービス計画の要件として、以下の内容等を運営基準の通知に記載する
・ 施設サービス計画の作成にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援に努めること。

算定要件等

２．（２）① 看取り期における本人の意思を尊重したケアの充実

【短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】
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○ 中山間地域等において、地域の実情に応じた柔軟なサービス提供をより可能とする観点から、令和２年の地方
分権改革に関する提案募集における提案も踏まえ、特例居宅介護サービス費等の対象地域と特別地域加算の対象
地域について、自治体からの申請を踏まえて、それぞれについて分けて指定を行う。【告示改正】

概要

２．（７）⑤ 特例居宅介護サービス費による
地域の実情に応じたサービス提供の確保

○サービス確保が困難な離島等の特例
指定サービスや基準該当サービスの確保が著しく困難な離島等の地域で、市町村が必要と認める場合には、これ

らのサービス以外の居宅サービス・介護予防サービスに相当するサービスを保険給付の対象とすることができる。
【対象地域】①離島振興対策実施地域 ②奄美群島 ③振興山村 ④小笠原諸島 ⑤沖縄の離島 ⑥豪雪地帯、特別豪雪地帯、辺地、過疎地域等で
あって、人口密度が希薄、交通が不便等の理由によりサービスの確保が著しく困難な地域

○中山間地域等に対する報酬における評価
訪問系・多機能系・通所系サービスについて、中山間地域等に事業所が所在する場合や居住している利用者に対

してサービス提供をした場合、介護報酬における加算で評価

単位数 要件

① 特別地域加算 15／100
厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所がサービス提供を行った場合に算定。
【対象地域】①離島振興対策実施地域 ②奄美群島 ③振興山村 ④小笠原諸島 ⑤沖縄の離島 ⑥
豪雪地帯、特別豪雪地帯、辺地、過疎地域等であって、人口密度が希薄、交通が不便等の理由により
サービスの確保が著しく困難な地域

② 中山間地域等の小規模
事業所加算 10／100

厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所がサービス提供を行った場合に算定。
【対象地域】①豪雪地帯及び特別豪雪地帯 ②辺地 ③半島振興対策実施地域 ④特定農山村 ⑤過
疎地域

③ 中山間地域等に居住す
る者へのサービス提供
加算

５ ／100
厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を
越えて、サービス提供を行った場合に算定。
【対象地域】①離島振興対策実施地域 ②奄美群島 ③豪雪地帯及び特別豪雪地帯 ④辺地 ⑤振興
山村 ⑥小笠原諸島 ⑦半島振興対策実施地域 ⑧特定農山村地域 ⑨過疎地域 ⑩沖縄の離島

【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、訪問入浴介護★、訪問看護★、訪問リハビリテーション★、居宅療養管理指導★、通所介護、地域密着
型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリテーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能
型居宅介護、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、福祉用具貸与★、
居宅介護支援、介護予防支援】
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① １（１）①感染症対策の強化★

② １（１）②業務継続に向けた取組の強化★

③ ３（２）①CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進★

④ ４（１）⑥人員配置基準における両立支援への配慮★

⑤ ４（１）⑦ハラスメント対策の強化★

⑥ ４（２）④会議や多職種連携におけるICTの活用★

⑦ ４（３）①利用者への説明・同意等に係る見直し★

⑧ ４（３）②員数の記載や変更届出の明確化★

⑨ ４（３）③記録の保存等に係る見直し★

⑩ ４（３）④運営規程等の掲示に係る見直し★

⑪ ６②高齢者虐待防止の推進★

⑫ ６④地域区分★

改定事項

全サービス共通
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○ 介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の取組を義務
づける。その際、３年の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】

・ 施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シミュレーション）
の実施

・ その他のサービス（訪問系サービス、通所系サービス、短期入所系サービス、多機能系サービス、福祉用具貸与、居宅介護
支援、居住系サービス）について、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等

概要

１．① 感染症対策の強化

【全サービス★】
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○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から、
全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施等を義務づける。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】

概要

１．② 業務継続に向けた取組の強化

（参考）介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）ガイドラインについて

【全サービス★】
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○ 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、以下の見直
しを行う。
ア 施設系サービス、通所系サービス、居住系サービス、多機能系サービスについて、CHASEの収集項目の各領

域（総論（ADL）、栄養、口腔・嚥下、認知症）について、事業所の全ての利用者に係るデータを横断的にCHASEに
提出してフィードバックを受け、それに基づき事業所の特性やケアの在り方等を検証し、利用者のケアプラン
や計画への反映、事業所単位でのPDCAサイクルの推進・ケアの質の向上の取組を評価する加算を創設する。

その際、詳細な既往歴や服薬情報、家族の情報等より精度の高いフィードバックを受けることができる項目
を提出・活用した場合には、更なる評価を行う区分を設定する。【告示改正】
※ 提出・活用するデータについては、サービスごとの特性や事業所の入力負担等を勘案した項目を設定。

イ CHASEの収集項目に関連する加算等において、利用者ごとの計画書の作成とそれに基づくPDCAサイクルの
取組に加えて、データ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推進・ケアの質の向上を図る
ことを評価・推進する。【告示改正】
※ 認知症対応型通所介護について記載。このほか、通所介護や特別養護老人ホーム等の個別機能訓練加算に
おける新たな区分の創設や、リハビリ、栄養関係の加算における要件化を実施。

ウ 介護関連データの収集・活用及びPDCAサイクルによる科学的介護を推進していく観点から、全てのサービス
（居宅介護支援を除く）について、 CHASE・VISITを活用した計画の作成や事業所単位でのPDCAサイクルの推進、
ケアの質の向上の取組を推奨する。居宅介護支援については、各利用者のデータ及びフィードバック情報のケ
アマネジメントへの活用を推奨する。【省令改正】

概要

３．（２）① CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進①

【全サービス★】

※ 令和３年度から、CHASE・VISITを一体的に運用するにあたって、科学的介護の理解と浸透を図る観点から、以下の統一した
名称を用いる予定。
科学的介護情報システム （Long-term care Information system For Evidence；LIFE ライフ）
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＜運営基準（省令）＞
○ サービス毎に、以下を規定。（訪問介護の例）

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護を提供するに当たっては、法第百十八条の二第一項に規定する介護保険等
関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に実施しなければならない。

基準（ウ）

３．（２）① CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進③

【全体像】
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○ 介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進を図
る観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。【通知改正】
・ 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加えて、

介護の短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。
・ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30

時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。
・ 人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業等

を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすこと
を認める。

この場合において、常勤職員の割合を要件とするサービス提供体制強化加算等の加算について、産前産後休
業や育児・介護休業等を取得した場合、当該職員についても常勤職員の割合に含めることを認める。

概要

４．（１）⑥ 人員配置基準における両立支援への配慮

【全サービス★】

（参考） 医療従事者の
負担軽減・人材確保について
（平成28年度診療報酬改定）
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○ 介護サービス事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、全ての介護サービス事業者に、男女雇用
機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策を求めることと
する。【省令改正】

概要

４．（１）⑦ ハラスメント対策の強化

基準

○ 運営基準（省令）において、以下を規定（※訪問介護の例）
「指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又
は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環
境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。」

※併せて、留意事項通知において、カスタマーハラスメント防止のための方針の明確化等の必要な措置を講じることも推奨する。

（参考）ハラスメント対策に関する事業主への義務付けの状況

・ 職場におけるセクシュアルハラスメントについては男女雇用機会均等法において、職場におけるパワーハラスメントについては労働施策総合
推進法において、事業主に対して、事業主の方針等の明確化や相談体制の整備等の雇用管理上の措置を講じることを義務付けている。（パワー
ハラスメントの義務付けについて、大企業は令和２年６月1日、中小企業は令和４年４月１日から施行（それまでは努力義務））

・ 職場関係者以外のサービス利用者等からのハラスメントに関しては、
① セクシュアルハラスメントについては、指針において、男女雇用機会均等法（昭和47年法律第113号）において事業主に対して義務付けて

いる雇用管理上の措置義務の対象に含まれることが明確化された（令和２年６月１日より）。
② パワーハラスメントについては、法律による事業主の雇用管理上の措置義務の対象ではないものの、指針において、事業主が雇用管理上行

うことが「望ましい取組」のとして防止対策を記載している（令和２年６月１日より）。
※職場におけるセクシュアルハラスメント

＝ 職場において⾏われる性的な言動に対する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受けるもの又は当該性的な言動により労働者の
就業環境が害されるもの。

※職場におけるパワーハラスメント
＝ 職場において⾏われるⅰ優越的な関係を背景とした言動であって、ⅱ業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、ⅲ労働者の就業環境が害される

ものであり、ⅰからⅲまでの要素を全て満たすもの。

【全サービス★】
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○ 運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者の居宅を訪問しての実施が求められるものを除
く）について、感染防止や多職種連携の促進の観点から、以下の見直しを行う。【省令改正、告示改正、通知改正】

・ 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を
参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を認める。

・ 利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上で、テレビ電話等を活
用しての実施を認める。

概要

４．（２）④ 会議や多職種連携におけるICTの活用

【全サービス★】
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○ 利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、ケアプランや重
要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、以下の見直しを行う。【省令改正、通知改正】
ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めることとする。
イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代替手段を明示するととも

に、様式例から押印欄を削除する。

概要

４．（３）① 利用者への説明・同意等に係る見直し

【全サービス★】
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○ 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点から、運営規程や重要事項説
明書に記載する従業員の「員数」について、「○○人以上」と記載することが可能であること及び運営規程にお
ける「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、その変更の届出は年１回で足りることを明確化する。
【通知改正】

概要

４．（３）② 員数の記載や変更届出の明確化

【全サービス★】



39

○ 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点から、介護サービス事業者に
おける諸記録の保存、交付等について、適切な個人情報の取り扱いを求めた上で、電磁的な対応を原則認めるこ
ととし、その範囲を明確化する。【省令改正】

○ 記録の保存期間について、他の制度の取り扱いも参考としつつ、明確化を図る。

概要

４．（３）③ 記録の保存等に係る見直し

【全サービス★】
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○ 介護サービス事業者の業務負担軽減や利用者の利便性の向上を図る観点から、運営規程等の重要事項について、
事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等を可能とする。【省令改正】

概要

４．（３）④ 運営規程等の掲示に係る見直し

【全サービス★】
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〇 全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又はその再
発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。その際、３年
の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】

概要

６．② 高齢者虐待防止の推進

○ 運営基準（省令）に以下を規定
・ 入所者・利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じなければならない旨を規定。

・ 運営規程に定めておかなければならない事項として、「虐待の防止のための措置に関する事項」を追加。

・ 虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じなければならない旨を規定。
ｰ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図ること
ｰ 虐待の防止のための指針を整備すること
ｰ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること
ｰ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

（※３年の経過措置期間を設ける。）

基準

【全サービス★】



42

概要

６．④ 地域区分

【原則】公務員（国家・地方）の地域手当の設定に準拠する。
【特例】①又は②の場合は、隣接地域の地域区分のうち一番低い区分までの範囲で、見直すことを認める。【告示改正】

① 高い地域区分の地域に全て囲まれている場合
※ 低い級地に囲まれている場合の引き下げも可能

② 公務員の地域手当の設定がない(０％)地域であって、当該地域よりも高い地域区分の地域が複数隣接し
ており、かつ、その中に４級地以上の級地差がある地域が含まれている場合
※ 引き下げは、地域手当の設定がある地域も可能
※ 同一都道府県内で隣接する地域の状況に基づき判断

※ 平成27年度に設けられた経過措置（保険者の判断により、平成27年度～29年度の地域区分の設定値から最終的な設定値までの範囲内で
設定可能とするもの）は、令和５年度末まで延長

【①に該当する事例】

○特例
隣接地域の地域区分のうち、
一番低い区分までの範囲で
選択可能

→ ６％又は10％を選択可

３％

１０％１６％

１２％１２％

【②に該当する事例】

○特例
隣接地域の地域区分のうち、
一番低い区分までの範囲で
選択可能

→ ３％を選択可

(その他)

０％

３％
(４級地)

１２％

０％６％

４級地差
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※　この表に掲げる名称は、令和3年4月1日においてそれらの名称を有する市、町、村又は特別区の同日における区域によって示された地域
※　赤字は、級地の変更がある市町村。（※なし：経過措置適用、※：完全囲まれルール適用、※※：4級地差ルール適用）
※　括弧内は、現行（平成30年度から令和2年度までの間）の級地

（別紙）令和３年度から令和５年度までの間の地域区分の適用地域（案） 自治体 ： 1,741（R2.11.1現在）

上乗せ割合
地域 東京都 東京都 埼玉県 茨城県 茨城県 宮城県 東京都 大阪府 北海道 新潟県 愛知県 奈良県 その他の地域

特別区 町田市 さいたま市 牛久市 水戸市 仙台市 武蔵村山市 岸和田市 札幌市 新潟市 豊橋市 天理市
狛江市 千葉県 埼玉県 日立市 多賀城市(他) 羽村市 泉大津市 茨城県 富山県 一宮市 橿原市
多摩市 千葉市 朝霞市 龍ケ崎市 茨城県 ※ 瑞穂町(7) 貝塚市 結城市 富山市 半田市 桜井市

神奈川県 東京都 志木市(5) 取手市 土浦市 奥多摩町 泉佐野市 下妻市 石川県 豊川市 御所市
横浜市 八王子市 和光市(5) つくば市 古河市 ※ 檜原村(7) 富田林市 常総市 金沢市 蒲郡市 香芝市
川崎市 武蔵野市 千葉県 守谷市 利根町 神奈川県 河内長野市 笠間市 内灘町 犬山市 葛城市

大阪府 三鷹市 船橋市 埼玉県 栃木県 三浦市 和泉市 ひたちなか市 福井県 常滑市 宇陀市
大阪市 青梅市 成田市 新座市 宇都宮市 秦野市 柏原市 那珂市 福井市 江南市 山添村

府中市 習志野市 ふじみ野市 下野市 葉山町 羽曳野市 筑西市 山梨県 小牧市 平群町
調布市 浦安市 千葉県 野木町 大磯町 藤井寺市 坂東市 甲府市 新城市 三郷町
小金井市 東京都 市川市 群馬県 二宮町 泉南市 稲敷市 長野県 東海市 斑鳩町
小平市 立川市 松戸市 高崎市 清川村 大阪狭山市 つくばみらい市 長野市 大府市 安堵町
日野市 昭島市 佐倉市 埼玉県 岐阜県 阪南市 大洗町 松本市 知多市 川西町
東村山市(4) 東大和市 市原市 川越市 岐阜市 島本町 阿見町 塩尻市 尾張旭市 三宅町
国分寺市 神奈川県 八千代市 川口市 静岡県 豊能町 河内町 岐阜県 高浜市 田原本町
国立市 相模原市 四街道市 行田市 静岡市 能勢町 八千代町 大垣市 岩倉市 曽爾村
清瀬市(4) 藤沢市 印西市 所沢市 愛知県 忠岡町 五霞町 多治見市 田原市 明日香村

※ 東久留米市(5) 逗子市 ※ 栄町(6) 飯能市(7) 岡崎市 熊取町 境町 各務原市 大口町 上牧町
稲城市 厚木市 東京都 加須市 瀬戸市(7) 田尻町 栃木県 可児市 扶桑町 王寺町
西東京市 海老名市(5) 福生市(6) 東松山市 春日井市 岬町 栃木市 静岡県 阿久比町 広陵町

神奈川県 愛知県 あきる野市 春日部市 津島市 太子町 鹿沼市 浜松市 東浦町 河合町
鎌倉市 刈谷市(5) 日の出町 狭山市 碧南市 河南町 日光市 沼津市 幸田町 岡山県

愛知県 豊田市(5) 神奈川県 羽生市 安城市 千早赤阪村 小山市 三島市 設楽町 岡山市
名古屋市 大阪府 横須賀市 鴻巣市 西尾市 兵庫県 真岡市 富士宮市 東栄町 広島県

大阪府 豊中市 平塚市 上尾市 稲沢市 明石市 大田原市 島田市 豊根村 東広島市
守口市 池田市 小田原市 草加市 知立市 猪名川町 さくら市 富士市 三重県 廿日市市
大東市 吹田市 茅ヶ崎市 越谷市 豊明市 奈良県 壬生町 磐田市 名張市 海田町
門真市 高槻市 大和市 蕨市 日進市 奈良市 群馬県 焼津市 いなべ市 坂町
四條畷市 寝屋川市 伊勢原市 戸田市 愛西市 大和高田市 前橋市 掛川市 伊賀市 山口県

兵庫県 箕面市 座間市 入間市 清須市(7) 大和郡山市 伊勢崎市 藤枝市 木曽岬町 周南市
西宮市 兵庫県 綾瀬市 桶川市 北名古屋市 生駒市 太田市 御殿場市 東員町 徳島県
芦屋市 神戸市 寒川町 久喜市 弥富市 和歌山県 渋川市 袋井市 菰野町 徳島市
宝塚市 愛川町 北本市 あま市 和歌山市 玉村町 裾野市 朝日町 香川県

愛知県 八潮市 長久手市 橋本市 埼玉県 函南町 川越町 高松市
みよし市(6) 富士見市 東郷町 福岡県 熊谷市 清水町 滋賀県 福岡県

滋賀県 三郷市 大治町 大野城市 深谷市 長泉町 長浜市 北九州市
大津市 蓮田市 蟹江町 太宰府市 日高市 小山町 野洲市 飯塚市
草津市 坂戸市 豊山町(7) 福津市 毛呂山町 川根本町 湖南市 筑紫野市
栗東市(6) 幸手市 飛島村(7) 糸島市 越生町 森町 ※ 高島市(他) 古賀市

京都府 鶴ヶ島市 三重県 那珂川市 滑川町 東近江市 長崎県
京都市 吉川市 津市 粕屋町 川島町 ※ 日野町(他) 長崎市

大阪府 白岡市 四日市市 吉見町 京都府
堺市 伊奈町 桑名市 鳩山町 城陽市
枚方市 三芳町 鈴鹿市 寄居町 大山崎町
茨木市 宮代町 亀山市 千葉県 久御山町
八尾市 杉戸町 滋賀県 木更津市 兵庫県
松原市 松伏町 彦根市 東金市 姫路市
摂津市 千葉県 守山市 君津市 加古川市
高石市 野田市 甲賀市 富津市 三木市
東大阪市 茂原市 京都府 八街市 高砂市
交野市 柏市 宇治市 ※※ 富里市(他) 稲美町

兵庫県 流山市 亀岡市 山武市 播磨町
尼崎市 我孫子市 向日市 大網白里市
伊丹市 鎌ケ谷市 長岡京市 長柄町
川西市 袖ケ浦市 八幡市 長南町
三田市 白井市 京田辺市 神奈川県

広島県 酒々井町 木津川市 ※※ 山北町(他)
広島市 精華町 箱根町
府中町

福岡県
福岡市
春日市（6）

地域数 166（169）

　
　
　

７級地 その他
20% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地

1303（1308）23 6 27（24） 25（22） 51（52） 140（137）
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○ 居宅療養管理指導について、基本方針を踏まえ、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで
きるよう、より適切なサービスを提供していく観点から、近年、「かかりつけ医等が患者の社会生活面の課題にも目
を向け、地域社会における様々な支援へとつなげる取組」を進める動きがあることも踏まえ、また多職種間での情報
共有促進の観点から、見直しを行う。【省令改正、通知改正】

概要

○ 以下の内容を通知に記載する。
＜医師・歯科医師＞
・居宅療養管理指導の提供に当たり、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、利用者の多様なニーズについて地域

における多様な社会資源につながるよう留意し、必要に応じて指導、助言等を行う。
＜薬剤師・歯科衛生士・管理栄養士＞
・居宅療養管理指導の提供に当たり、（上記の）医師・歯科医師の指導、助言等につながる情報の把握に努め、必要

な情報を医師又は歯科医師に提供する。

○ 以下の内容等を運営基準（省令）に規定する。
＜薬剤師＞
・療養上適切な居宅サービスが提供されるために必要があると認める場合や、居宅介護支援事業者等から求めがあっ

た場合は、居宅サービス計画の作成、居宅サービスの提供等に必要な情報提供又は助言を行う。

基準・算定要件等

２．（３）① 基本方針を踏まえた居宅療養管理指導の実施と
多職種連携の推進

【居宅療養管理指導★】
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○ 医師・歯科医師による居宅療養管理指導について、医師・歯科医師から介護支援専門員に適時に必要な情報が
提供され、ケアマネジメントに活用されるようにする観点から、算定要件である介護支援専門員への情報提供に
当たっての様式について見直しを行う。【通知改正】
・ 医師：主治医意見書の様式を踏まえた新たな様式を設定。
・ 歯科医師：歯科疾患在宅療養管理料（医療）の様式を踏まえた新たな様式を設定。
※ 様式には、居宅要介護者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつながるよう、

関連の記載欄を設定。 （※２（３）①参照）

概要

２．（３）② 医師・歯科医師から介護支援専門員への情報提供の充実

【居宅療養管理指導★】
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○ 介護老人保健施設の入所者の早期の在宅復帰を促進する観点から、退所前連携加算について、現行の取組に加え、
入所前後から入所者が退所後に利用を希望する居宅介護支援事業者と連携し、退所後の介護サービスの利用方針を
定めた場合の区分を設定する。【告示改正】

○ 現行相当の加算区分については、新たな加算区分の取組を促進する観点から評価の見直しを行う。【告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
退所前連携加算 500単位 ⇒ 入退所前連携加算（Ⅰ） 600単位（新設）

入退所前連携加算（Ⅱ） 400単位（新設）

単位数

＜入退所前連携加算（Ⅰ）＞
イ 入所予定日前30日以内又は入所後30日以内に、入所者が退所後に利用を希望する居宅介護支援事業者と連携し、

入所者の同意を得て、退所後の居宅サービス等の利用方針を定めること。
ロ 入所者の入所期間が1月を超え、入所者が退所し、居宅サービス等を利用する場合、入所者の退所に先立って入

所者が利用を希望する居宅介護支援事業者に対し、入所者の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて居宅サー
ビス等に必要な情報を提供し、かつ、当該居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス等の利用に関す
る調整を行うこと。（※現行の退所前連携加算の要件）

＜入退所前連携加算（Ⅱ）＞
・ 入退所前連携加算（Ⅰ）のロの要件を満たすこと。

算定要件等

２．（３）⑦ 退所前連携加算の見直し

※入所者1人につき1回を限度

【介護老人保健施設】
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○ 通所介護・地域密着型通所介護・（介護予防）認知症対応型通所介護における入浴介助加算について、利用者
の自宅での入浴の自立を図る観点から、以下の見直しを行う。【告示改正】
ア 利用者が自宅において、自身又は家族等の介助によって入浴を行うことができるよう、利用者の身体状況や

医師・理学療法士・作業療法士・介護福祉士・介護支援専門員等（以下、「医師等」という。）が訪問により
把握した利用者宅の浴室の環境を踏まえた個別の入浴計画を作成し、同計画に基づき事業所において個別の入
浴介助を行うことを評価する新たな区分を設ける。

イ 現行相当の加算区分については、現行の入浴介助加算は多くの事業所で算定されていることを踏まえ、また、
新たな加算区分の取組を促進する観点から、評価の見直しを行う。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
入浴介助加算 50単位／日 ⇒ 入浴介助加算（Ⅰ） 40単位／日

入浴介助加算（Ⅱ） 55単位／日（新設） ※（Ⅰ）と（Ⅱ）は併算定不可

単位数

＜入浴介助加算（Ⅰ）＞(現行の入浴介助加算と同要件)
○ 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して、入浴介助を行う。
＜入浴介助加算（Ⅱ）＞(上記の要件に加えて)
○ 医師等が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。この際、

当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にある場合は、訪問し
た医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境
整備に係る助言を行うこと。

○ 当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問した医師等と連携の下で、当該利用者の身体
の状況や訪問により把握した当該居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。

○ 上記の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行うこと。

算定要件等

３．（１）⑩ 通所介護等の入浴介助加算の見直し

【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★】
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○ 通所リハビリテーションにおける入浴介助加算について、利用者の自宅での入浴の自立を図る観点から、以下
の見直しを行う。【告示改正】
ア 利用者が自宅において、自身又は家族等の介助によって入浴を行うことができるよう、利用者の身体状況や

医師・理学療法士・作業療法士・介護支援専門員等（以下、「医師等」という。）が訪問により把握した利用
者宅の浴室の環境を踏まえた個別の入浴計画を作成し、同計画に基づき事業所において個別の入浴介助を行う
ことを評価する新たな区分を設ける。

イ 現行相当の加算区分については、現行の入浴介助加算は多くの事業所で算定されていることを踏まえ、また、
新たな加算区分の取組を促進する観点から、評価の見直しを行う。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
入浴介助加算 50単位／日 ⇒ 入浴介助加算（Ⅰ） 40単位／日

入浴介助加算（Ⅱ） 60単位／日（新設） ※（Ⅰ）と（Ⅱ）は併算定不可

単位数

＜入浴介助加算（Ⅰ）＞(現行の入浴介助加算と同要件)
○ 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して、入浴介助を行う。
＜入浴介助加算（Ⅱ）＞(上記の要件に加えて)
○ 医師等が当該利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。こ

の際、当該利用者の居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にある
場合は、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修
等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。

○ 当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、医師との連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪
問により把握した当該利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。

○ 上記の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行うこと。

算定要件等

３．（１）⑪ 通所リハビリテーションの入浴介助加算の見直し

【通所リハビリテーション】



令和３年介護報酬改定解説と日本介護支援専門員協会の取組み

濵田和則
日本介護支援専門員協会副会長

社会保障審議会介護給付費分科会委員

令和３年度介護報酬改定説明会 -令和３年３月27日（土）-



『令和３年介護報酬改定解説と
日本介護支援専門員協会の取組み』

一般社団法人日本介護支援専門員協会
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※注意

なお、本研修資料、内容は令和３年３月22日現在の
内容であり、以後発出される解釈通知やQ&Aなどの
内容は含んでありません。このため、内容が修正さ
れる場合がありますので、ご留意ください。

2

基準改正及び報酬改定に関しては「介護報酬改
定資料集」に記載しているものは、記載ページ
を紹介しながら、この投影資料で補足説明をし
ます。
投影資料の中で各項目に従い、青字で掲載ペー
ジをご案内しますので、研修中だけではなく、
後日の確認にもご活用ください。

©Japan Care Manager Association 2



制度改正・報酬改定 議論の場

介護保険 医療保険 障害福祉

制度

社会保障審議会
介護保険部会

・介護保険制度全般に関して議論し
意見を述べる

社会保障審議会
医療保険部会 ・ 医療部会

・基本的な医療政策について審議

（医療保険部会は、財政論を含め医療保険体
制を審議。医療部会は、医療提供体制を審議）
・両部会で診療報酬に係る「基本方針」を策定・
提示

社会保障審議会
障害者部会

・障害者施策全般に関して議論
し意見を述べる

基準
・

報酬

社会保障審議会
介護給付費分科会

・個別の介護報酬項目に関する単
位設定や基準等を議論
・社会保障審議会を介して、厚生労
働大臣から介護報酬の諮問を受け、
答申

中央社会保険医療協議会
（中医協）

・社会保障審議会で決定された「基本方針」に
基づき審議

・個別の診療報酬項目に関する点数設定や算
定条件等を議論

・厚生労働大臣から診療報酬の諮問を受け答
申

障害福祉サービス
等報酬改定チーム

・厚生労働大臣政務官を主査と
する検討チームにより公開の場
で検討し、とりまとめる

政府 ・骨太の方針（経済財政運営と改革の基本方針）、成長戦略（未来投資戦略）等を閣議決定
・予算編成過程で各報酬の「改定率」を決定

©Japan Care Manager Association 3



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連
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本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連
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▶介護保険制度、介護報酬改定への対応について

社会保障審議会介護保険部会、社会保障審議会介護給付費分科会

その他、介護支援専門員に係る関係会議へも、全員参加型で臨む

態勢を構築している。

理事会でも方向性を確認関係団体との連携も推進

厚生労働省とも交渉

©Japan Care Manager Association 6



協会の最新情報を、全国に配信しています

©Japan Care Manager Association
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介護保険制度は、介護保険法、施行令、施行規則、基準省令
等の法令が基本です。法令の具体的な解釈は告示や通知とし
て周知されます。また、告示や通知よりさらに個別、具体的
な解釈は事務連絡・Ｑ＆Ａとして周知されます。事務連絡や
Ｑ＆Ａは単独で読まず、前提となる告示・通知（さらに、基
本の法令）を読まないと、背景がわからないままの解釈とな
ってしまい、誤解を招く場合があります。

制度はQ&Aだけでは理解できません。
最新の情報を入手して、この流れでご確認を
お願いします。

お問い合わせの前に・・・

法令

法律（介護保険法）
政令（介護保険法施行令）
省令（介護保険法施行規則）

Q&Aだけで判断していませんか？

通知 事務連絡
Ｑ＆Ａ

告示

©Japan Care Manager Association 8



今回の介護報酬改定に向けた協会の活動をご説明します。

9

年月日 活動内容

平成31年１月10日
（モニター調査）

頻回な生活援助の届出について

平成31年４月24日～
（モニター調査）

サービス事業所の費用情報が利用者によるサービス選択に与える影響に
関する実態調査

令和元年10月16日
（要望書等）

介護分野の文書に係る負担軽減に関する意見書を提出

令和元年11月27日～
（調査）

介護支援専門員処遇状況等の調査について実施（会員対象）

令和元年12月11日
（モニター調査）

ＩＣＴ等の活用による生産性向上に向けての実態調査

令和２年３月30日～
（調査）

介護支援専門員研修の開催状況に関する調査（都道府県支部対象）

令和２年４月13日～
（調査）

新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する対応状況調査
（都道府県支部対象）

令和２年７月６日～
（モニター調査）

サービス利用の実態に関する調査

令和２年７月７日
（記者会見）

第12回社員総会に関する記者会見

令和２年８月４日
（調査）

令和３年度介護報酬改定に向けた意向調査実施（都道府県支部対象）

©Japan Care Manager Association



年月日 活動内容

令和２年８月12日
（調査）

介護保険制度改正及び介護報酬改定に関する調査実施（会員対象）

令和２年９月４日～
（モニター調査）

訪問介護の通院等乗降介助における病院間等の利用ニーズ把握のための
調査

令和２年９月29日
（要望書等）

厚生労働省老健局長へ令和３年度介護報酬改定に関する要望書を提出

令和２年10月12日
（記者会見）

「令和３年度介護報酬改定にあたっての要望」の提出に関する記者会見

令和２年10月28日
（モニター調査）

主治医との計画書（ケアプラン）の交付における連携についての調査

令和２年11月５日
（モニター調査）

居宅介護支援の実績に関する調査

令和２年11月４日・12日
（要望書等）

自由民主党「日本ケアマネジメント推進議員連盟総会」に出席
※日本介護支援専門員連盟役員同行

令和２年11月26日
（要望書等）

社会保障審議会介護給付費分科会に令和３年度介護報酬改定に関する
要望書を提出

令和２年12月17日
介護報酬の改定率について（都道府県支部長あてに通知）

令和２年12月23日 令和３年度介護報酬改定に関する審議報告について
（都道府県支部長あてに通知）

令和３年１月12日
令和３年度介護報酬改定の経過について（都道府県支部長あてに通知）

令和３年３月１日
（記者会見）

「令和３年度介護報酬改定」に関する記者会見

©Japan Care Manager Association 10



11

厚生労働省とは、
介護給付費分科会の本格的
な議論の前に、会員の皆様
からのアンケートを基に、
日本介護支援専門員協会の
考えを整理して、交渉を進
めてきました。

©Japan Care Manager Association



『日本ケアマネジメント推進議員連盟総会』に出席

政権与党の自由民主党「日本
ケアマネジメント推進議員連
盟総会」（尾辻秀久会長）が
開催され、日本介護支援専門
員連盟の役員の方と一緒に出
席しました。

ヒアリングでは「国民のための
ケアマネジメントの推進」とし
て「新型コロナウイルス感染症が及ぼすケアマネジメントへの影響と対策」、
「居宅介護支援事業所の経営実態」、「介護支援専門員の人材確保」、「介
護支援専門員の研修環境の整備」の４つを柱に説明しました。

これを踏まえて、日本ケアマネジメント推進議員連盟より「ケアマネジメン
トの推進に関する決議（案）」が提出され、了承されました。

当協会は、今後も日本介護支援専門員連盟と協力して、
しかるべき活動を行っていきます。

©Japan Care Manager Association 12



決議文については、日本ケアマネジメント推進議員連盟から
田村憲久厚生労働大臣に申し入れがされました。

©Japan Care Manager Association 13



令和３年度介護報酬改定要望
１．居宅介護支援費基本単位の引き上げによる経営の改

善を通じた介護支援専門員の処遇の改善

２．居宅介護支援における担当件数上限の引き上げ及び、

逓減制の緩和

３．特定事業所加算の算定要件の改善

４．医療介護連携をはじめとする多職種による連携の評価

（１）通院時における情報連携の評価

（２）服薬管理や口腔ケア、栄養状態の改善に関する情報共有

の評価

（３）サービス利用実績のないケアマネジメントの評価

（４）ターミナルケアマネジメント加算算定要件の見直し

５．介護予防支援における介護報酬単価の改善、委託に関連

する業務負担の軽減
14©Japan Care Manager Association



©Japan Care Manager Association
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第194回社会保障審議会介護給付費分科会に要望書を提出



16

協会内部の調査研究の結果や
関係団体との協議を踏まえて
５つのポイントで要望書を
まとめました。

©Japan Care Manager Association
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令和３年４月版介護報酬改定資料集を
協会ホームページで発売中

本資料集は、介護支援専門員の業務に関連する令和
３年４月からの介護報酬改定の内容を把握し対応する
ため、編集・印刷し、頒布するものです。
介護報酬告示（単位）は、全てのサービスについて掲載
しています。

装丁：Ａ４判、700頁（簡易製本）、
一部ダウンロード版

価格（税込）：会員価格 2,750円
定価（非会員） 5,500円

送料（税込）：１～ ２冊 1,230円
３～ ５冊 1,330円
６～10冊 1,700円

当協会ホームページにログイン後、「書籍販売」ページよ
りご購入いただけます。

本資料集は、初回限定販売のため重版いたしません。
本書は書店ではお買い求めいただけません。



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連

©Japan Care Manager Association 19



介護報酬改定資料集
（人員及び運営に関する基準の改正）

居宅介護支援 P626～P629
特定施設入居者生活介護 P573～P574
介護保険施設 P633～P660
介護予防支援 P630～P632
認知症対応型共同生活介護 P606～P608
小規模多機能型居宅介護 P604～P606
地域密着型特定施設入居者生活介護 P608～P609
地域密着型介護老人福祉施設 P609～P613
看護小規模多機能型居宅介護 P613～P614

※経過措置について P669～P671

©Japan Care Manager Association 20



１．全サービス共通部分

©Japan Care Manager Association 21



基準関連でサービス共通するのは
以下の通りです。

①会議や多職種連携におけるICTの活用

②ハラスメント対策の強化

③人員配置基準における両立支援への配慮 資料集P107下

④業務継続に向けた取組の強化

⑤員数の記載や変更届出の明確化 資料集P118中

⑥利用者への説明・同意等に係る見直し 資料集P118上

⑦感染症対策の強化

⑧運営規程等の掲示に係る見直し 資料集P118下

⑨高齢者虐待防止の推進

⑩記録の保存等に係る見直し

⑪地域区分 資料集P695

⑫CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進

※赤字部分について居宅介護支援の基準をもとに説明します。
22

午前中の厚生労働省からの説明と合わせて確認してください。

©Japan Care Manager Association



九 サービス担当者会議のオンラインによるＴＶ電話を活用
※施設や事業所での感染症対策委員会・事故防止検討委員会等でも

認められます。

23

従来の会議 今後の会議遠方の
家族

医師や
事業所

テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意が必要です。
※遵守事項については以下を参照

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

具体的取り扱い方針（第13条）

オンライン会議の進め方については今後も協会から情報提供していきます。

資料集掲載 概要P44下 基準P627参照

©Japan Care Manager Association



運営規程（第18条）

第２号
職員の員数…日々変わる職員⇒変更の度、運営規程の修正・届け出の手間が増える

業務負担軽減やローカルルールの解消を図る観点から

〇運営規程や重要事項説明書に記載する従業員の「員数」について、

「○○人以上」と記載することが可能

〇運営規程における「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、

その変更の届出は年１回で足りることを明確化

負担軽減の一貫

【トピック：今後、通知で周知されます】
〇変更届の標準添付書類が整理されました、地域により
提出書類の量的格差が改善されます。
〇やむを得ない事情により変更届が遅延した場合などに
都道府県等から求められていた遅延理由書の提出を求
めないことになります。

24©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P118参照



運営規程（第18条）

第６号

記載事項に「虐待の防止のための措置に関する事項」
を追加

虐待の防止に係る、組織内の体制や虐待又は虐待が疑
われる事案が発生した場合の対応方法等を指す内容で
あること。

基本方針（第１条の２）とリンクします。

⇒後ほど説明します。

25©Japan Care Manager Association

資料集掲載 概要P50下 基準P627参照
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ハラスメント関係

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした
言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者
の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必
要な措置を講じなければならない。

事業主が講ずべき措置の具体的内容

●事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発

●相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために

必要な体制の整備

⇒相談に対応する担当者をあらかじめ定める

⇒上記の窓口をあらかじめ労働者に周知

勤務体制の確保（第19条）

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P43中 基準P627参照
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解釈通知では顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラス
メント）の防止も推奨され、以下の事項が、事業主が雇用管理
上の配慮として行うことが望ましい取組を例示されています。

○事業主が講じることが望ましい取組について

１．相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、

２．被害者への配慮のための取組

●メンタルヘルス不調への相談対応

●行為者に対して１人で対応させない等

３．被害防止のための取組

●マニュアル作成や研修の実施等

言われなき利用者や家族からの迷惑行為については、
これまでも協会からも、改善を度々要望してきた事項です。

©Japan Care Manager Association
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感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提
供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための
計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ
なければならない。
⇒業務継続計画に記載する内容は「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務

継続ガイドライン」「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン※」を参照。

２．事業者が介護支援専門員に対して周知。

必要な研修（年１回以上）及び

訓練（年１回以上が望ましい）を実施。
⇒業務継続計画の策定、研修・訓練は、

他サービス事業者との連携でも可。

全従業者が参加できるようにすることが望ましい。

３．定期的に業務継続計画の見直しを行う。

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等
（第19条の２）

※自然災害発生に備えた平時の対応や発生時の対応など、居宅介護支援固有の事

項は、当協会の「災害対応マニュアル第４版」から一部抜粋されています。ガイドライ

ン作成にあたって、日頃の取組みが認められました。

28

令和６年３月31日までの
間は努力義務
協会でも様式の例示や関
連研修の開催等の会員サ
ポートを計画しています

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P26下 基準P627参照
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一．感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむ

ね六月に一回以上開催⇒他の会議と一体的開催も可能

（その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る）

※従業者が１名である場合は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないこ

とも差し支えないが、指針の整備について、外部の感染管理等の専門家等と積極

的に連携することが望ましい。

二．感染症の予防及びまん延の防止のための指針

三．感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の実施

⇒事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催する

※新規採用時には感染対策研修を実施する

ことが望ましい。

⇒発生時の対応について、訓練（シミュレー

ション）を定期的（年１回以上）に行う

感染症の予防及びまん延の防止のための措置
（第21条の２）

令和６年３月31日までの
間は努力義務
協会でも様式の例示や関
連研修の開催等の会員サ
ポートを計画しています

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P26下 基準P628参照



令和６年３月31 日までの間は、努力義務

30

①虐待の防止のための対策を検討する委員会

定期的な開催することが必要 ⇒他の会議と一体的開催も可能

【委員会の協議事項】
イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切

に行われるための方法に関すること

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の

確実な防止策に関すること

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関す

ること

虐待の防止（第27条の2）

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P126下 基準P628参照
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②虐待の防止のための指針の整備

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項

へ 成年後見制度の利用支援に関する事項

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

チ 利用者等に対する指針の閲覧に関する事項

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項

©Japan Care Manager Association
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③虐待に関する研修の実施

○指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１

回以上）を実施する

○新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施する

○研修の実施内容についても記録すること

○研修の実施は、事業所内職員研修での研修で差し支えない

④担当者の設置

○虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置

を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要

○当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従

業者が務めることが望ましい。
令和６年３月31日までの
間は努力義務
協会でも様式の例示や関
連研修の開催等の会員サ
ポートを計画しています

©Japan Care Manager Association
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①書類や記録は紙ベースでなく、電磁的記録により行うことができます。

電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

【解釈の留意点】
電磁的記録による保存方法
⇒ＤＶＤやＰＣのハードディスクへの保存
⇒既存書面はスキャナ等により読み取って保存する方法も可能

②利用者及びその家族等への交付、説明、同意、承諾、締結その他これに
類する書類の取り扱い
⇒基準の第４条（内容及び手続の説明及び同意）の２項から８項の規程に準

じること
⇒同意の意思表示は電子メールでも可能
⇒「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」

を参考にする事

電磁的記録等（第31条）

特にセキュリティには
十分の配慮を

印刷やファイリングの手間の削減に向けて、協会として交渉してきたものです。

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P118 基準P628参照
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LIFE（科学的介護情報システム）の活用

介護保険最新情報Vol.931
①「科学的介護情報システム（LIFE）」の活用等につい て ②「科学的介護情報システム（LIFE）」の活用等につい て（その２）より

居宅介護支援の基準にはありませんが、
ケアマネジメントについても今後の運用に向けて議論は進んでいます。

資料集P39上参照©Japan Care Manager Association
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介護保険最新情報Vol.931
①「科学的介護情報システム（LIFE）」の活用等につい て ②「科学的介護情報システム（LIFE）」の活用等につい て（その２）より

©Japan Care Manager Association



２．共通部分を除く

居宅介護支援事業の基準の改正

©Japan Care Manager Association 36



人員基準（第２条２）

前項に規定する員数の基準（介護支援専門員の員数）は、
利用者の数が三十五又はその端数を増すごとに一とする

37

逓減制の事もあるので再度整理

事業所の介護支援専門員の人数とその利用者数の問題です（担当件数ではない）

（例）

管理者

担当20件

介護支援
専門員Ａ

担当40件

介護支援
専門員Ｂ

担当30件

事業所の利用者数は20＋40＋30=90名です。
90名を35名で割るとおおよそ2.6名ですから基準上は問題はありません。
ただし、業務負担が一定の介護支援専門員に偏らない配慮は必要です。

解釈通知では「当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数三十五人に対して一人を基準と
するものであり、利用者の数が三十五又はその端数を増すごとに増員することが望ましい。ただし、
当該増員に係る介護支援専門員については非常勤とすることを妨げるものではない。」とあります。

３６人を超えたら基準違反に即該当ということではありません。

©Japan Care Manager Association



基本方針（第１条の２）
５．指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待

の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その

従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければな

らない。

38

【その措置とは】
・虐待の未然防止
・虐待等の早期発見

・虐待等への迅速かつ適切な対応

①虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置
②虐待の防止のための指針の作成
③虐待の防止のための従業者に対する研修（年１回以上）

④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者の配置

具体的には

令和６年３月31日まで
の間は努力義務
協会でも様式例示や関
連研修の開催等を予定
しています

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P126下 基準P628参照



内容及び手続の説明及び同意（第４条の２）

利用開始時に利用者へ情報提供すべき事項の追加

①前６月間に作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通

所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割合

【具体的な対応例】

重要事項説明書に添付（差し替え可能なように別紙でも可）

訪問介護 ●％ 通所介護 ●％

福祉用具貸与 ●％ 地域密着型通所介護 ●％

※注意：前６月間とは説明時から６か月前ではありません。

（１）前期（３月１日から８月末日） （２）後期（９月１日から２月末日）

説明時直近となる（１）または（２）の期間の数値です
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②前６月間に作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護ごとの回数のうちに

同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者に

よって提供されたものが占める割合（上位３位まで）

※前６月間の考え方は①と同じです。

【具体的な対応例】

重要事項説明書に添付（差し替え可能なように別紙でも可）

40

サービス種別 １位 ２位 ３位

訪問介護 Ａ事業所 ●％ Ｂ事業所 ●％ Ｃ事業所 ●％

通所介護 Ｄ事業所 ●％ Ｅ事業所 ●％ Ｆ事業所 ●％

地域密着型通所介護 Ｇ事業所 ●％ Ｈ事業所 ●％ Ｊ事業所 ●％

福祉用具貸与 Ｋ事業所 ●％ Ｌ事業所 ●％ Ｍ事業所 ●％

上記のデータの説明については、当初は複数回（ケアプランの更
新時等）説明する案等が出ていましたが、業務負担軽減を強く要
望し、その結果として説明頻度は支援開始時のみとなりました。

令和３年４月以前から
の利用者には、ケアプ
ランの更新時で可
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具体的取扱方針（第13条）

十八の二
（以下のことが「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」で示されています）

介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める
回数以上の訪問介護を位置付ける場合の届け出について

①居宅サービス計画の届出頻度

一度市町村が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、

１年後でよいとなりました。

②検証の仕方

関係者、関係機関及び関係団体により構成される会議や

サービス担当者会議等での検証も可能になりました。

協会の調査でも検証頻度に地域差があることを踏まえ
交渉した結果です。
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具体的取扱方針（第13条）
十八の三（令和３年10月１日より施行）

以下の場合は市町村からの求めに応じて、居宅サービス計画を届け出なけ
ればならない

※令和３年10月以降に作成又は変更した居宅サービス計画が対象）

個々の居宅サービス計画だけではなく、事業所全体を俯瞰して確認！

①勤務する指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計

画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る総額が区分支給限度基

準額に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合

②訪問介護に係る居宅介護サービス費がサービス費の総額に占める割合

が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合

●厚生労働大臣が定める基準は、まだ未確定

●該当する場合にその必要性を居宅サービス計画に記載することも

42©Japan Care Manager Association
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介護報酬改定資料集

（サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示正）

居宅介護支援 P248～P251
特定施設入居者生活介護 P240～P246
介護保険施設 P252～P317
介護予防支援 P449
地域密着型サービス P339～P388
※地域密着型は認知症対応型共同生活介護・小規模多機能型居宅介護・地域密着型特
定施設入居者生活介護・地域密着型介護老人福祉施設・看護小規模多機能型居宅介
護のページを表記しています。

経過措置について P450～P451
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注意：資料集のページ表記について以下のサービスは略して表記されています。
福：介護老人福祉施設 健：介護老人保健施設 医：介護医療院
特：特定施設入居者生活介護 地特：地域密着型特定施設入居者生活介護
地福：地域密着型介護老人福祉施設 小：小規模多機能居宅介護
看：看護小規模多機能居宅介護



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連
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介護報酬改定資料集は

P248～P251

※算定構造はP531に掲載
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居宅介護支援費
基本報酬の見直し

■ 改定率については、介護職員の人材確保・処遇改善にも配慮しつつ、物価動向による物件費への影
響など介護事業者の経営を巡る状況等を踏まえ、全体で＋０．７０％（うち、新型コロナウイルス感染症

に対応するための 特例的な評価として、0.05％（令和３年９月末まで））。
これを踏まえて、
・ 全てのサービスの基本報酬を引き上げる

※ 別途の観点から適正化を行った結果、引き下げとなっているものもある

・ 全てのサービスについて、令和３年４月から９月末までの間、基本報酬に0.1％上乗せする

【告示改正】

介護報酬改定の議論
が開始時点では、財
政中立とコロナ禍に
より引き上げは無理

全体の改定率が0.7％
（※）のところ、居宅介
護支援の基本報酬は
約1.8％の引き上げと
なりました。
（要介護3～5は1.82％）。

根拠データを
添付して厚生
労働省と継続
的に協議

調査等に対する会員の皆様のご協力のおかげで、
実態を踏まえた交渉ができました。
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【居宅介護支援費の単位の考え方】

（旧） （新）
居宅介護支援費(Ⅰ) 40件未満

居宅介護支援費(Ⅱ) 40～60件未満

居宅介護支援費(Ⅲ) 60件以上

※新旧ともに各項目の下に

以下の分類があります。

㈠要介護１又は要介護２

㈡要介護３、要介護４又は要介護５

居宅介護支援費(Ⅰ)

居宅介護支援費(ⅰ) 40件未満

居宅介護支援費(ⅱ） 40～60件未満

居宅介護支援費(ⅱ） 60件以上

居宅介護支援費(Ⅱ)

居宅介護支援費(ⅰ) 45件未満

居宅介護支援費(ⅱ） 45～60件未満

居宅介護支援費(ⅱ） 60件以上

逓減制が緩和
された単位

従来の逓減制
に応じた単位

※別に厚生労働臣が定める地域に所在
する指定居宅介護支援事業所は逓減
制が除外されます。

この事も協会から地域の実情を
厚生労働省側に伝え緩和されました

※逓減制緩和を要望した目的
〇負担を増やさず少しでも収入を増
やす策として条件付きで交渉した

〇件数増での収益確保が目的ではな
く、この収益を基に介護支援専門
員の待遇改善と業務の効率化への
投資の促進が狙い
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居宅介護支援費の逓減制の緩和
①ＩＣＴ活用等による負担軽減
ＡＩやＩＣＴの活用により指定居宅介護支援等基準第13 条（具体的取扱方
針）に掲げる一連の業務等の負担軽減や効率化に資するものであること

【具体例】

⇒事業所内外で利用者の情報を共有できるチャット機能のアプリケー

ションを備えたスマートフォン

⇒訪問記録を随時記載できる機能（音声入力も可）の

ソフトウエアを組み込んだタブレット

②事務職員の配置
⇒勤務形態は常勤でなくても差し支えない。

⇒同一法人内の配置でも可（居宅介護支援事業所に配置でなくても良い）

⇒常勤換算で介護支援専門員１人あたり、１月24時間以上の勤務が必要。

協会では役員が様々な委員会に参加しＩＣＴ化の推進を要望し
ています。今後も会員の皆様への情報提供も実施していきます。
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逓減制に係る業務負担軽減に該当する業務としては
基準13条の業務以外に、以下の間接的業務が考えら
れます。

○書類の受け渡し

〇パソコンへのデータ入力

〇書類の複写

〇ファイリングと保管

○利用者や家族との連絡調整

○事業所との連絡調整や郵送、ＦＡＸ、メール

○市町村や保険者との連絡調整

〇申請等に関する行政手続きの補佐

○給与の計算や請求関係業務 等
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実績を伴わない居宅介護支援費の請求
長年、介護支援専門員にとって「ただ働きの１つ」として言われてい
たサービス実績が伴わない場合の居宅介護支援費の請求が条件付きな
がら認められました。

①病院若しくは診療所又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施

設から退院又は退所する者等であること

②医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者

③利用者に対してモニタリング等の必要なケアマネジメントを行い、給付管

理票の作成など、請求にあたって必要な書類の整備を行っていること

④居宅介護支援費を算定した旨を適切に説明できるよう、個々のケアプラン

等において記録を残しつつ、居宅介護支援事業所において、それらの書類

等を管理しておくこと

※「必要なケアマネジメント」とは利用者個々の状況に応じて、
介護支援専門員が行ったケアマネジメント業務であり、結果として
必ずしも一連のケアマネジメントにならないケースもあり得ます。
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この通知発出に関する交渉の成果が突破口となりました



特定事業所加算の見直し

保険外のサービス（生活支援サービス）の積極的な活用

必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活
全般を支援するサービス（介護給付等対象サービス以外の保健
医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的
な活動によるサービス等をいう。）が包括的に提供されるよう
な居宅サービス計画を作成していること。

すべての特定事業所加算の算定要件に該当

協会で交渉し「必要に応じて」という文言が追加されました。

全ての利用者に多様なサービスの利用を義務付けるものではなく、利用者個々の

ニーズに応じた適切なサービスの利用支援をお願いします。

52
資料集 概要P76 詳細P249～250参照
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特定事業所加算（Ａ）の新設

【算定にあたり留意すべき事項】

①24時間の支援体制の確保

携帯電話等の転送による対応等も可能であるが、連携先
事業所の利用者に関する情報を共有することから、指定居
宅介護支援等基準第23条（秘密保持）の規定の遵守ととも
に、利用者又はその家族に対し、当該加算算定事業所であ
る旨及びその内容が理解できるよう説明を行い、同意を得
ること

②研修開催や実習受け入れは連携先事業所との連携は可能

53

資料集 概要P76 詳細P249～P250参照
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【人員の配置】

54

常勤かつ専従の
主任介護支援専門員
※居宅介護支援事業所の
業務に支障がない場合
は、同一敷地内にある
他の事業所の職務を兼
務しても差し支えない

常勤かつ専従の介護
支援専門員１名

常勤換算方法で１の
介護支援専門員
※他の居宅介護支援事業所
（連携先事業所に限る）
の職務や他の業務との兼
務をしても差し支えない

※他の業務については指定
居宅サービス事業の業務
以外でも可

※常勤専従の介護保険施設
の介護支援専門員との兼
務は不可

新規で立ち上げた小規模事業所等の事業拡大プロセスを緩和し、特定事業所
加算が算定しやすい環境作りとして、厚生労働省に要望しました。

©Japan Care Manager Association



特定事業所医療介護連携加算
※特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)のいずれかを算定していない月は

算定できません。

55

退院・退所加算
①面談はテレビ電話などオンラインでも可能となりました。

※その際利用者又はその家族が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

等の活用について利用者等の同意が必要

②カンファレンスについては、退院後に福祉用具の貸与が見込まれる場合に

あっては、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作

業療法士等が参加する

※あくまで利用事業所が決定している等の状況を踏まえて、
利用者や入院入所先等と協議して判断してください。

協会が福祉用具専門相談員の参加は「必須」では算定が困難に
なるとして「必要に応じ」とするよう要望して、文言を追加されました。
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通院時情報連携加算
【算定にあたり留意すべき事項】

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、以下の点を留意して
連携をとること
ア．医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行う

イ．医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービ

ス計画等（支援経過記録等）に記録する

※同席にあたっては、利用者の同意を得た上で、医師等と連携を行うこと。

56

通院の介助では算定できません。
あくまで診療時の主治医との連携が目的
です。
※病院で合流して診察に同席して連

携できれば算定できます。
※同席については主治医の診察の妨

げにならないよう配慮しましょう。

通院時に同席して主治医との連携を取っている介護支援専門員が
多くいる実態を踏まえ、交渉を進めてきました。

©Japan Care Manager Association
資料集掲載 概要P78 詳細P251参照



同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の計算方法の適正化

これまでは（同一建物減算適用して給付管理を行う）

57

１回目

２回目

３回目

４回目

５回目

１回目

２回目

３回目

４回目
５回目

値引きと一緒
あと２回分は
使えるかも

居宅の利用者より限度額内で
多くの回数が使える。

今後は（通常単位で給付管理を行ったあとに同一建物減算適用）

１回目

２回目

３回目

４回目

５回目

１回目

２回目

３回目

４回目
５回目

減算されても
回数は増やせ
ない

利用回数は居宅の利用者
と同じ条件

給付管理と請求

給付管理 請求
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本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連
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介護報酬改定資料集は

介護老人福祉施設 P252～P264
介護老人保健施設 P264～P279
介護医療院 P305～P317
小規模多機能型居宅介護 P349～P353
認知症対応型共同生活介護 P354～P359
地域密着型特定施設入居者生活介護 P360～P365
地域密着型介護老人福祉施設 P366～P379
看護小規模多機能型居宅介護 P380～P388
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口腔衛生管理加算の見直し

個々の利用者の状態に応じた丁寧な口腔衛生管理を更に充実させるため
従来の口腔衛生管理体制加算（30単位/月）は廃止
⑴口腔衛生管理加算（Ⅰ）
従来の口腔衛生管理加算

⑵口腔衛生管理加算（Ⅱ）
LIFEへの情報提供及びフィードバック情報を活用し、入所者の状態に
応じた口腔衛生の管理において一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）
によるサービスの質の管理

○歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が施設の入所者に対して
口腔衛生の管理を月２回以上行う。

○当該入居者の口腔清掃等について介護職員へ具体的な技術的助言及び指導を行なう。

○指導を基にした口腔衛生等に関する計画を作成する

○歯科衛生士による介護職員への相談受付

口腔衛生に関する
計画作成には
介護支援専門員も
関与します。

フィードバックされた情報活用は
介護支援専門員も大きく関与。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】
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栄養マネジメント加算要件の包括化

61

以下の要件を満たさないと１日につき14単位
減算されます。

●栄養士又は管理栄養士を１以上配置

●入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常
生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄
養管理を計画的に行わなければならない。

令和６年３月31日までの
経過措置期間あり。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】
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栄養マネジメント加算要件の包括化

62

以下の要件を満たさないと１日につき14単位
減算されます。

●栄養士又は管理栄養士を１以上配置

●入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常
生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄
養管理を計画的に行わなければならない。

令和６年３月31日までの
経過措置期間あり。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】
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栄養マネジメント強化加算

63

入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合に算定。

○管理栄養士が常勤で配置し原則として入所者全員を対象
として施設の入所者全員に対して算定できます

○算定要件
低栄養状態のリスク評価の実施

厚生労働省への情報提供とそのフィードバックデータの活用

※実施手順は、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管

理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」に基づき実施する。

※低栄養状態のリスクが中リスク者のうち、経口
による食事の摂取を行っておらず、栄養補給法

以外のリスク分類に該当しない場合は低リスク

者に準じた対応とすること。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】
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低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する者に対し、
管理栄養士等が以下の対応を行うこと。

多職種で共同して作成する栄養ケ
ア計画を作成する。
※栄養管理方法や食事の観察の

際に特に確認すべき点等を記載

週３回以上の食事の観察
※基本は管理栄養士が実施
※必要に応じ、関連する職
種と連携して行う

関連職種と情報共有を
行い、必要に応じて栄
養ケア計画を見直し、
対応する。

○入所者が居宅に退所す
る場合は、管理栄養士
が退所後の食事に関す
る相談支援を行う。

○他の施設や医療機関に
入所（入院）する場合
は、栄養管理に関する
情報を入所（入院）先
に提供すること。

計画作成や情報共有などの関連職種には
介護支援専門員が含まれます。

LIFE（現CHASE）による厚生労働省への報告とフィードバック活用も必要

栄養・摂食嚥下スクリー
ニング・アセスメント・
モニタリング（施設）の
入力

報告

フィードバック

©Japan Care Manager Association



寝たきり予防・重度化防止のためのマネジメントの推進

注意！
少なくとも6か月に1回の医師が医学的評価と計画の策定等に参画
少なくとも3か月に1回入所者ごとに支援計画を見直が必要
医学的評価の結果等を厚生労働省（LIFE）に提出し当該情報その
他自立支援促進の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用

自立支援促進加算
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】
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●医師、看護職員、介護職員、介護
支援専門員その他の職種が、医学
的評価、アセスメントの実施

●生活全般において適切な介護を実
施するための包括的な支援計画を
策定

支援計画は訓練の提供に係る事項（離床・基本動作、Ａ
ＤＬ動作、日々の過ごし方及び訓練時間等）の全ての項
目について作成することとなります。
算定に関する留意事項には、当該支援計画の以下の項目の原則としての実施内容が
記されていますので確認をしてください。

①寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐための対策と支援
②食事の対策と支援
③排泄の対策と支援
④入浴の対策と支援
⑤生活全般において、入所者本人や家族と相談
⑥（必要な場合は）リハビリテーション及び機能訓練の実施

※支援計画に基づいたケアを実施する際には、対象となる入所者又は
その家族に説明し、その同意を得ることが必要です。

©Japan Care Manager Association
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褥瘡マネジメント加算の見直し
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、、看護小規模多機能型居宅介護】

主な算定ポイント
・３か月に１回の評価
・LIFEのフィードバックデータの活用
・褥瘡ケア計画の作成と３か月に１回の評価後の見直し
・褥瘡ケアの実施記録

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）は要件を満たす事で全ての入居者((Ⅱ)と（Ⅲ)を算定
する者を除く)に算定できます。

※介護医療院は褥瘡対策指導管理に該当します。

66©Japan Care Manager Association

資料集概要P102
福 ：P260
健 ：P275
医 ：P681
地福：P375
看 ：P385参照

褥瘡管理に当たっては、施設ごとに当該マネジメントの実施に必要な褥瘡管理
に係るマニュアルを整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望ましいと
されています。



排せつに介護を要する入所者等ごとに、少なくとも６か月に

１回評価を行い結果等を厚生労働省に提出し当該情報等を活

用となっています。

【評価方法について】
※評価は３か月後の見込みについて実施する。

※厚生労働省が示す評価様式があります。

※施設入所時に評価を行いますが、加算算定にかかる届出
の日の属する月の前月以前から既に入所している者につ
いては、介護記録等に基づき、施設入所時における評価
を行うことができます。

排せつ支援加算の見直し
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院、看護小規模多機能型居宅介護】

67©Japan Care Manager Association

見直しのポイント

・全ての入所者等に対して定期的な評価（スクリーニング）の実施

・６か月以降も継続して算定可能

・入所者等全員に対する排せつ支援の取組（プロセス）と排せつ状態の改善（ア

ウトカム）について評価を行う新たな区分

・LIFEへのデータ提出とフィードバックの活用

資料集概要P103
福 ：P261
健 ：P276
医 ：P314
地福：P376
看 ：P385参照



特別養護老人ホームにおける看取りへの対応の充実

介護老人保健施設における中重度者や看取りへの対応の充実

●それぞれの加算に新たに死亡日45日前～31日前を追加

●看取り介護に係る計画の作成及び看取り介護の実施にあたっては「人生の最終段階

における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」を参考とする。

看取り介護加算
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護】

ターミナルケア加算
【介護老人保健施設】
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死亡前４日以上３０日以下

死亡前の前日及び前々日

死亡日

死亡前４日以上３０日以下

死亡前の前日及び前々日

死亡日

死亡前３１日以上４５日以下

©Japan Care Manager Association

資料集概要P29
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生活機能向上連携加算（Ⅰ）（Ⅱ）
【特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

従来の要件が緩和され加算（Ⅰ）が新設されました。
○加算（Ⅰ）は個別機能訓練加算や（Ⅱ）との同時算定は不可

○個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業
所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施し
ている医療提供施設の理学療法士等は、以下の点を把握する
①当該利用者のＡＤＬに関する状況
（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）

②当該利用者のＩＡＤＬに関する状況
（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）

○把握方法については、機能訓練指導員等と連携してリハビリテーションを
実施している医療提供施設等の場又はＩＣＴを活用した動画やテレビ電話
を用いて把握した上で、機能訓練指導員等に助言を行う

○算定は３月に１回

従来の加算は加算（Ⅱ）となります。
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個別機能訓練加算

個別機能訓練加算(Ⅰ) …従来の加算

個別機能訓練加算(Ⅱ)

（Ⅰ）との併算可

多職種で計画作成 ３月ごとに説明

LIFEの活用

評価

個別機能訓練計画の内
容等の情報を厚生労働
省に提出

厚生労働省がデータを
フィードバック

フィードバックデータを活用
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【特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

©Japan Care Manager Association
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ＡＤＬ維持等加算

71

調整済ＡＤＬ利得の考え方

評価対象利用開始月に
ＡＤＬ値を測定（Ａ）

翌月から６ヶ月後に
ＡＤＬ値を測定（Ｂ）

調整済ＡＤＬ利得の計算 （Ｂ）－（Ａ）＋加算の値
※加算の値はサービスにより異なります。

ＡＤＬ利得の平均を計算するに
当たって対象とする者は、ＡＤ
Ｌ利得の多い順に、上位100 分
の10 に相当する利用者及び下
位100 分の10 に相当する利用
者を除く利用者とする。

※令和３年度評価対象期間
原則としては、加算の算定を開始する月の前年の同月から12月後までの
１年間とする。

・令和２年４月から令和３年３月までの期間
・令和２年１月から令和２年12月までの期間

厚生労働省（LIFE）への報告は必須

【特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

資料集概要P99
特 ：P242
福 ：P255
地特：P362
地福：P369参照



介護老人保健施設における在宅復帰・在宅支援機能の評価の充実

○居宅サービス実施数での訪問リハビリテーションの重視
○リハビリテーション専門職配置での理学療法士、作業療法士

及び言語聴覚士の3職種の配置を評価
○リハビリテーションマネジメントの実施要件での医師の詳細

な指示の明確化

※従来と同じ体制では評価指標が下がる可能性があります。

在宅復帰・在宅療養支援等評価指標と要件の見直し
【介護老人保健施設】

算定要件等は資料集P100の図表を参考にしてください。

72©Japan Care Manager Association
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①入所者ごとのリハビリテーション実施計画書の内容等の情

報を厚生労働省（LIFE）に提出していること。

②必要に応じてリハビリテーション実施計画の内容を見直す

等、リハビリテーションの実施に当たって、当該情報その
他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要
な情報を活用していること。

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算
【介護老人保健施設】

ＬＩＦＥへの情報提供とフィードバックの活用が更に推進するための
環境も整ってきています。
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資料集概要P87 詳細P275参照

介護老人保健施設、介護医療院の自立支援・重度化防止に向けた更に
質の高い取り組みを促すためにLIFEへのデータ提出とフィードバックを

受けてのPDCAサイクルを推進を評価する加算を新設



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連

©Japan Care Manager Association 74



介護報酬改定資料集は

P449

※算定構造はP531に掲載
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委託連携加算の新設

委託時、
当該加算を
勘案した
委託費の
設定を行う

地域包括支
援センター

〇委託を開始した日の属する月に限り算定
〇利用者一人につき1回を限度

随時情報連携

介護予防支援事業所
（地域包括支援センター） 居宅介護

支援事業所

委託

請求

委託費の支払い

適切な情報連携等を評価

居宅介護
支援事業所

©Japan Care Manager Association
資料集P79参照

質の高い
介護予防支援を

めざします

居宅介護
支援事業所

居宅介護
支援事業所
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介護予防支援

当協会の要望・意見
当協会が実施した

調査結果

今回は解決できなかった課題として残りました。
継続して要望していきます。

介護予防支援について
居宅介護支援と業務負
担が変わらないか負担
が大きいとの回答

93.9％

当協会の要望・意見

介護予防支援の担当件数の扱いは
質を担保しつつ居宅介護支援の逓
減制の枠外とする

介護予防支援の委託業務における
地域包括支援センター及び居宅介
護支援事業所の業務負担の軽減

介護予防支援の業務内容に対して
適切な報酬単価の改善が必要

©Japan Care Manager Association

皆さまの
意見



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連
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介護報酬改定資料集は

P354～P359

※算定構造はP522～P523に掲載
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現行基準では、１事業所１名まで
７日以内、個室

①１ユニット一人まで。
②７日以内（利用者家族の疾病等やむを得ない事情がある場合には14日
以内）の期間限定。
③「おおむね、７．４３㎡で、プライバシーに配慮した個室的なしつらえ。」が
確保される場合は、個室以外も認める。

在宅の方も介護支援専門員が
必要と認めた場合も利用可能

©Japan Care Manager Association

緊急時の宿泊対応の充実

資料集P72参照



認知症グループホームについて、
ユニット数を弾力化、サテライト
型事業所を創設する。

【ユニット数の弾力化】

（現行）原則１又は２、地域の実情により

事業所の効率的運営に必要と認め

られる場合は３

→（改定）１以上３以下

【サテライト型事業所の創設】
＜基準＞※本体事業所と異なる主なもの
・本体事業所との兼務等により、代表者、管理者を

配置しないことが可
・介護支援専門員ではない認知症介護実践者研修を修

了した者を計画作成担当者として配置することが可
・サテライト型事業所のユニット数は、本体事業所の

ユニット数を上回らず、かつ、本体事業所のユニッ
ト数との合計が最大４まで

81©Japan Care Manager Association

地域の特性に応じた
認知症グループホームの確保

資料集 概要P80～81 詳細P607参照



管理栄養士（外部との連携含む）が、日常的な栄養ケアに係
る介護職員への技術的助言や指導を行うこと。
【算定要件の留意事項】

・技術的助言や指導の内容は以下のいずれかである。

ア．利用者の低栄養状態の評価方法

イ．栄養ケアに関する課題（食事中の傾眠、拒食、徘徊・多動等）への対応方法

ウ．食形態の調整及び調理方法その他当該事業所において日常的な栄養ケアの実

施にあたり必要と思われる事項

・残すべき記録

イ 当該事業所において利用者の栄養ケアを推進するための課題

ロ 当該事業所における目標

ハ 具体的方策

ニ 留意事項

ホ その他必要と思われる事項

82©Japan Care Manager Association

栄養管理体制加算

資料集 概要P96 詳細P356参照



【現行】 【改定後】

基準

計画作成担当者の配置基準の緩和

ユニットごとに専従で配置。
ただし、業務に支障がない限
り、他の職務に従事すること
ができる。

事業所ごとに専従で配置。
ただし、業務に支障がない限り、
他の職務に従事することができる。

83©Japan Care Manager Association

資料集 概要P117 詳細P606参照



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連

©Japan Care Manager Association 84



介護報酬改定資料集は

小規模多機能型居宅介護 P349～P353

看護小規模多機能型居宅介護 P380～P388

©Japan Care Manager Association 85
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認知症行動・心理症状緊急対応加算の新設

認知症高齢者の
緊急時の宿泊ニーズに対応

小規模多機能の
緊急短期利用

（泊まり）

○利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利用（短期利用居宅介護費）

が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連

携し、利用者又は家族の同意の上、短期利用を開始した場合に算定することができる。

○本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できる

○７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認めら

れる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日

目以降の短期利用（短期利用居宅介護費）の継続を妨げるものではありません

施設系サービスで算定されている加算を小規模多機能に拡大

©Japan Care Manager Association

資料集概要P57
小：P350
看：P381参照
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利用者の負担によって（看護）小規模多機能
型居宅介護の一部を付添者等に行わせるこ
とがあってはならない。
ただし、（看護）小規模多機能型居宅介護

事業者の負担により、訪問入浴介護等の
サービスの利用に供することは差し支えない。

通所困難な利用者の入浴機会の確保

看取り期等で、多機能系サービスへの
「通い」が困難になった利用者が、
自宅で訪問入浴介護を利用できるようになる。
（訪問入浴介護の費用は
多機能系事業所が負担）

現行基準では
禁止

×
©Japan Care Manager Association 資料集P62参照
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緊急時の宿泊ニーズへの対応

現行基準では、登録者以外の
短期利用はできない

①居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急に必要と認めた場合で、
小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員が、登録者のサー
ビス提供に支障がないと認めた場合。

②７日以内（利用者家族の疾病等やむを得ない事情がある場合には14
日以内）の期間限定。

③宿泊室を活用する場合は、登録者の宿泊利用者と登録者以外の短期
利用者の合計が、宿泊定員の範囲内で空いている宿泊室を利用する。

登録者以外も利用可能

©Japan Care Manager Association
資料集P73参照
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離島や中山間地域等におけるサービスの充実

現行基準では、特別地域加算、
中山間地域等における小規模事
業所加算は算定できない。

【特別地域加算】
所定単位数に 15/100 を乗じた単位数 を算定可能

【中山間地域等における小規模事業所加算】
所定単位数に 10/100 を乗じた単位数 を算定可能

「訪問」も提供していることから

©Japan Care Manager Association

資料集 概要P80 小：P349～P350
看：P380～P381参照
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過疎地域等におけるサービス提供の確保

過疎地域等において、地域の実情により
事業所の効率的運営に必要であると市町
村が認めた場合に、人員・設備基準を満
たすことを条件として、登録定員を超過
した場合の報酬減算を一定の期間行わない。

【一定の期間とは】
市町村が登録定員の超過を認めた時から介護保険事業計画期間終了ま

での最大３年間。
ただし、介護保険事業計画の見直しごとに、市町村が将来のサービス

需要の見込みを踏まえて改めて検討し、代替サービスを新規整備するよ
りも既存の事業所を活用した方が効率的であると認めた場合に限り、次
の介護保険事業計画期間の終期まで延長が可能。

©Japan Care Manager Association

資料集 概要P82 詳細P605～P606参照
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（看護）小規模多機能型居宅介護

登録定員・利用定員を「標準基準」とする

厚生労働省令で定める基準について

【従うべき基準】
市町村が条例で定める上で必ず適合しなければ
ならない全国一律の基準。

【標準基準】
合理的な理由があれば、地域の実情に応じて
省令基準とは異なる内容を定めることが許される。

本体事業所

登録定員 29人まで

通いの利用定員 登録定員の1/2～18人まで

泊まりの利用定員 通い定員の1/3～９人まで

【現行の「従うべき基準」】

市町村の実情に応じて、
異なる定員を条例で定め
ることが許される

©Japan Care Manager Association 資料集P82参照



本日の講演内容

Ⅰ．介護報酬に向けた協会の活動概況

Ⅱ．令和３年度人員及び運営に関する基準の改正
・サービス全般に共通する事項
・居宅介護支援に関する事項

Ⅲ．令和３年度介護報酬改定に関する事項
・居宅介護支援
・介護保険施設等
・介護予防支援
・認知症対応型共同生活介護
・（看護）小規模多機能型居宅介護
・居宅サービス関連

©Japan Care Manager Association 92
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訪問介護・訪問入浴など

認知症専門ケア加算の新設

「認知症専門ケア加算」が訪問介護、訪問入浴、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護などにも

新設されました！

認知症専門ケア加算（Ⅰ）３単位/日

認知症専門ケア加算（Ⅱ）４単位/日

【算定要件】
主治医意見書による認知症高齢者の日常生活自立度（以下、自立度）
Ⅲ以上の利用者が５０%以上で、認知症介護実践リーダー研修受講職
員に配置（Ⅰ）なおかつ、認知症介護指導者養成研修受講者を配置
（Ⅱ）した場合に、自立度Ⅲ以上の利用者に対して算定可能。

通所系・施設系サービスで算定されている加算を訪問系にも拡大

©Japan Care Manager Association 資料集P28・56参照
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訪問介護
看取り期の対応の評価

主治医が回復の見込みがないと診断した
後において、訪問の間隔を２時間以上
空けるルールの適用が緩和されます。

通常は、２時間以内の訪問を行った場合、
それぞれの訪問時間を合算することになっていますが、

看取り期においては、２時間の間隔を空けずに訪問しても
それぞれの単位数を個別に算定できます。

主治医との連携において適切に判断してください！

©Japan Care Manager Association 資料集P62参照
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訪問介護
通院等乗降介助の見直し

通院等乗降介助の算定要件が拡大されました！

必ず出発もしくは到着が自宅であることが必要です。
全て同一事業者が対応です。

あくまでも、車の乗降に介助が必要な状態の方のみです！！

このことを議論するにあたって、厚労省
から実態調査の依頼が協会にあり、情
報収集システム（モニター調査）にて調
査した結果が大きく反映されています！
利用者利益に大きく貢献しました！！

©Japan Care Manager Association 資料集P31、70参照

いままでの自宅と医療機関間に加え、
複数の医療機関を受診する際に、医療機関間の算定も可能に。
さらに、通所サービスや短期入所施設に迎えに行き
医療機関受診後に自宅に帰る場合や、自宅から医療機関受診後に
通所、短期入所施設に連れて行った場合、
そして、入院時や退院時の送迎対応にも
算定可能になりました！！
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訪問介護・訪問入浴
その他

訪問入浴に初回加算が創設
訪問介護に特定事業所加算（Ⅴ）が新設
介護職員処遇改善加算の分配率の変更 など

詳細は資料集をご確認ください。

©Japan Care Manager Association 資料集P42、70、106参照
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訪問看護
退院当日の算定について

主治医が必要と認めた場合、
退院・退所当日の訪問看護が可能になりました。

今までの、状態像に応じた退院退所当日の
算定に加え、主治医が必要と認めた場合にも、

算定が可能となりました。指示書によるサービス
ですので、実質的に広く適用が可能です。

主治医との連携において適切に対応してください！

その他、「看護体制強化加算」の要件も変更になっています！
資料集でご確認ください。

©Japan Care Manager Association 資料集P32、71参照
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通所介護・通所リハビリテーション

これからのサービスはLIFEを基盤とした科学的
根拠にも続く支援が主流になる！

今後は、
自立支援・重度化防止に向けた効果・結果が
求められてくる。今までの体制的な評価から

結果に対する評価にシフトされていく。
具体的には、ＡＤＬ、口腔、栄養などの対応は

行うのが当たり前となり基本報酬に内包。
その上で、専門的ケアを提供することによって
更なる加算が取得できる、まさにメリハリが

利いた改定となっている。

複雑な仕組みですので、適正な理解と運用をお願いします！

©Japan Care Manager Association 資料集P35～41参照
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医師・歯科医師から介護支援専門員への
情報提供の充実

新たな様式には、以下の項目が追加されました

今後、医師や歯科医師、薬剤師から提供される情報には、必要に応じて、利用者の
社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつながるよう留
意し、これに関連する情報を提供するよう努めることとする。

居宅療養管理指導

©Japan Care Manager Association 資料集P64参照
医療介護連携促進に情報の活用を。
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通所介護・通所リハビリテーション

さらに、通所の入浴対応に留意！！

単なる通所での入浴対応の場合は
減算となっている。

一方で、今後自宅での入浴を目標として実施した
場合には増額加算となっている。

あくまで、利用者が自宅での入浴を希望している
ことが求められるため、しっかりとアセスメント

をして対応することが重要。

利用者が自宅入浴を希望していて、その可能性を判断しましょう。

©Japan Care Manager Association
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３年後の報酬改定にむけて

日本介護支援専門員協会としては、これまでの事項以外に
も、委員会等の場等で要望や交渉を行ってきましたが、全ての
要望が通る事はありません。

今後も残された課題については調査分析を行い、会員の皆様
の意向に沿った交渉を進めていきます。

【残された課題の例】

介護支援専門員の処遇改善と業務環境の改善

特定事業所加算等の算定要件の見直し

法定研修等による負担の軽減

施設・居住系のケアマネジメントのあり方

介護予防支援の委託費や業務の簡素化 など
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報酬改定事項はここまでです。

以下、ご連絡です。
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ぜひ、アンケート調査にご協力ください！
現状はどうなっているんだろう？
〇〇を改定する時期がきた･･･

介護支援専門員の意見を聞きたい！
アンケートを実施しよう！

回答率が低いと･･･ 回答率が高いと･･･

意見を求めてもムダ
意見はなかった

介護支援専門員から
積極的に

意見が集まった！

次回からも意見を聞こう！
〇〇に介護支援専門員の意見を

反映させよう！

次回から調査対象に
ならない

意見が届かない

大事なことなので、もう一度･･･
各種、アンケート調査にご協力ください

調査対象者数が100人だった場合、一人の回答で回答率は１％、変わります！ 103©Japan Care Manager Association



日本介護支援専門員協会 TEL:03-3518-0777   E-mail: info@jcma.or.jp

算定していますか？
手間だから･･･と
算定するのを止めていませんか？
本来、算定できる加算を
見逃していませんか？

加算の算定は介護支援専門員の評価や
処遇の改善にも影響しています。
算定できるものは余すことなく算定しましょう。

©Japan Care Manager Association 104



日本介護支援専門員協会の活動内容
国の審議会、検討会等の資料および情報は・・・

http://www.jcma.or.jp へアクセス
または 日本介護支援専門員協会 で検索

会員専用ページには
さらに詳しい情報を掲載！
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令和３年度介護報酬改定を受けて各種
様式・モデル契約書等を作成中！

©Japan Care Manager Association



2019年8月より会員管理システムが変わりました。
新システムでは、会員管理と研修受講システムを統合しましたので、ひとつの

IDで会員管理サイトと研修受講システムをご利用いただくことができます。

会員専用サイト

ID/パスワード

今まで同様、会員ログイン画面から
ログインします。

研 修 管 理

会 員 管 理

書 籍 販 売

代 議 員 選 挙

ア ン ケ ー ト

メールマガジン

研 修 管 理

会 員 管 理

会員専用サイトでは･･･

現在表示されている会員情報以外に閲覧項目を増やしています。

会員サイトにログインすると閲覧できるようになりました。
今後は閲覧できる受講履歴や申込できる研修を増やす予定です。

書 籍 販 売 現在のシステム同様、新刊書籍や購入できる書籍を表示します。

新システム導入にあたり・・・

ＩＤが変更されました！

現在の個人情報を確認し修正を行ってください。

今後会員の皆様には新システムのログインIDと
パスワードをお送りする予定です。

現在登録されている会員情報（介護支援専門員登録番号、ご自宅の住所等）の確認をお願い致します。
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最後にお知らせ・・・全国大会開催予定

107
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▶第１5回山口大会
・日時

2021年８月28日（土）
～29日（日）





令和３年度介護報酬改定説明会

禁無断転載

一般社団法人日本介護支援専門員協会

東京都千代田区神田小川町1-11
金子ビル２階 〒101-0052

TEL 03-3518-0777  FAX 03-3518-0778
http://www.jcma.or.jp
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